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はしカfき
本稿は，オーストリア家族法・相続法の概要を知るのに必要な基本文裁の紹介を
毘的とする。目次で明らかなように，第 I部で民法典の成立過程を索摘し，第I部
で文献・資料を列挙した。
まず，文献資料の範囲は，おもに単行本を中心にし，雑誌論文はドイツの家族法
雑誌 (FamRZ誌、)に登載されたそれに限定した。雑誌論文を限定したのは，入手
の便を考慮、したゆえである。ことに 60年代以降に出版された単行本には出版社，
出瓶年度，頁数をも明記した。購入のさいの判額資料となるかと考えたからであ
る。その他に， j臨格を示すべきか路践したすえ，これを割愛した。もっとも，
に高額な資料については，文脈から推測がつくように記慮している部分も少なくな
い。!礎資数の違いからか，概していえば，わが臨やドイツよりも，書籍の価格が鑓
分と高いようである。
他方，財産法の分野においても，オーストリア民法をおもな研究対象とする邦詩
文献もごく少数存在するが，本穏では，家族法の研究に役立つ文献を示すにとどめ
た。また，文献は邦語と欧諸とを分けて示した。
つぎに，先行研究について補足すれば，およそ 10年ほど前に，筆者自身が，
「オーストリア家族法一一条文訳と文献案内J(特例タイムズ536号205-255見 1984
年)とのタイトルの資料を公表したことがある。しかし詞稿では，わが国の親族法
に相当する条文訳を中心とし，大学混生ないし講師クラスの若手研究者がオースト
リア民法の研究を始めるにさいして必要な若干の文献を示したにとどまる。本稿
は，文獄案内の部分を改訂・補充するものである。前稿とはつぎの3点で異なる。
①前掲・半u例タイムズでの文献案内の童は同誌紙面で約4頁弱にとどまるが，本
稿は文献案内の部分だけでも 30頁を超えており 1設の箇だけでも，前回の約6
以上の情報廷になる。②判剖タイムズ原稿;こ比べて，たんに史的な増加だけにと
どまらない。引用した文獄・資料の新しいことは当然であるが，その他に， とくに
椴続法や一子相続法に障する情報も取り入れた。③民法典の成立過程についての
素描を付加した，など。
さらに，この種の文献紹介に関していえば，いわゆる f種本jは存在しない。し
たがって，執筆するまでには地道な準備作業を必要とする。ところが，知りえた成
果を公表することで，祭者自身の研究には殆ど益するところはない。にもかかわら
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ず，このような資料を公にするのは，ひとえにオーストリア民法を研究する学徒が
増えること，またオーストリア民法を専門とはしないまでも， これをかじる研究者
の増えることを願うゆえである。オーストリア民法の文献を収集しだしたのは，ス
イス留学中であった 1979年から 1980年にかけて，数日間ウィーンに滞在した墳に
始まる。帰詔後も，雑誌論文を含めた文献をカード化する作業そ続け，当初の計画
では本稿でそれを生かす予定であったが，雑誌論文は殆ど紹介できなかった。その
理由は，①雑誌論文まで収録しようとすると，設的に少なくとも本稿の3ないし
4倍のボリュウムを必要とする，②わが国の研究者の関心は秘度の概要を知るこ
とにウエイトがあるものと推測される，とすれば家族法の余分野にわたって雑誌論
文にまで、立ち入った資料を必要としないと思われる，③より詳しい文献は，引用
される体系書に掲げられる参考文献などにより知ることができ，本稿ではそのため
に必婆な，文献の入手方法をも示している，などによる。
最後に，文献の紹介に先立ち，ごく簡単に民法典の成立過程を素描している。法
史の専門家からみれば，極めて不十分な内容やもしれないが，①一倍の法制度も
その成り立ちと無縁に研究できない，②わが慣の研究者による先行研究がみられ
ない， との理由から付加した。
I オーストリア民法典の成立過程
く参I日文獄〉 本章では，下記の文献は著者名のみで引用する。
-オーストリア民法の/VZ立過程Lこ設及する邦議文献は皆ifHこ近く，禁者の知るかぎり，
鈴木禄ij;j¥(訳)近世私法史ふ 1961弘 422-429頁ですラチ体系的な記述がみられる
i1uStである。
• Klang / Gschnitzer， Kommentar zum ABGB. 2. Auft. Bd.l/l， 1964， S.1-21. 
• Pfaff / Hofmann， Excurse uber osterr司 allgemeinesburgerliches Recht. Bd. 1/1 
1877， S. 1-86. 
・Harrasowsky，P. H. R.， Geschichte der Codification des osterreichischen Civil. 
recht巴s.Frankfurt / IvIain， V巴rlagSauεr & Auverma口氏 1868(1968 N achdruck)， 
167S. bes. S. 36 f 
• Gschnitzer， F.， Allg巴meinerTeil des burgerlichen Rechts. Wien， Spriger Verlag， 
1966. b巴s.S.5-17. 
• Korkisch， F.， Entsteh日hungdes ABGB. Z色itschriftfur ausl註ndischesund inter宇
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national日sPrivatrecht. 18 (1953) S. 263-294. 
1 予備草案の起草 (1753-1797年)
(1797年以前の統一法典の予備作業については，とくに Harrasowsky，Der Codex 
Theresianus und seine Urarbeitungen， 1883 f.で見いだしうる。)
(1) 9~'1 法時代
統一法典である ABGBが綴築されるまでは，オーストリア諸外iで諸々の法，す
なわち州法 Landesgesetze，都市法 Stadtrechte，または慣習法がみられた。こ
れで欠紋した部分は f普通法Jが適用されたようである(ことに 16世紀以降の立法
について， bes. vgl. Harrasowsky S.I-35)。
最初の統一私法典の編纂は，ヨゼフ Itttの治設である 1709年に始められたが，
これはすぐに挫折した (HarrasowskyS. 7任)。
(2) テレジア法泉まで
皇帝マリア・テレジア治下の 1753年2月14日，刑事法(刑法と刑事手続法を対象
とする)と私法典の編纂を目的とする宮廷委員会が設置されたにの二つは，のち
56年には統合されたようである)。ここに，公式にテレジア私法典を起主主するための
委員会(メンバーは当初は4人，のち 6人tこ拡大)が設置されたわけである(この間の
ことは， Zeiller， Commentar. Bd. 1 S.7 f.)。
予備草案のさ喜本的枠組みは，普通法を撹践において，既存の州法に自然法の怠
吹を吹き込むことにあったようである (Flossmann，Osterr. Pr対atrechtsgeschichte
1986， S.13による)058年には fテレジア法典JCodex Theresianusの第1部の部
分草案が完成した(第3部まで完成するのは66年)。ところが， この草案は，表現が
難解かっ長すぎるため，テレジア女子苦の裁可が得られなかった(本節の詳細につい
ては， bes. vgl. Harrasowsky S.36-125.間ぎでは，たとえば，籾続人指定の姿{牛，兄弟
姉妹の遊穏分などのように，規定内容に踏み込んだ解説がなされている)。
(3) ホルテン草案とヨゼフ立法
マリア・テレジア女帝は， 177l年に].B.ホノレテン氏に「テレジア法典jの修
正・改造を命じた。とくに表現の冗漫さや繰り返しを避けて簡潔に， といった点も
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修正の一つの諜題であった模様である (GschnitzerS.9)。
72年には，前記第 1部から第3部までの全てを対象として審議する委員会が
設;設された。だが，稜々の事情から作業が中断し，ヨゼフ IIt笠の統治下になって
再び編纂活動が再開された。そして，第 l郊のみが， 86年 11月 1日に (KJang/ 
Gschnitz巴rは9月とあるが， Harrasowsky S. 151， Pfaff / Hofmann S. 20や FJoss.
mann S.13では 11月1日とある)， ABGB の~l 部として公けにされた。いわゆる
ホルテン草案は，全体としては未完であったため，その第 1部である人事法 Per.
sonenrechtの部分のみに女子宮の裁可がおり， これは1おこ 187年ヨゼフ法典jの名
で知られている(本宣言の詳級は， bes‘vgJ. Harrasowsky S. 125吋155)。
(4) マルティーニィ草案
レオポルト IIt立の治世ー になって， 90年 8Aiこは F.マjレティーニィが編纂作業
を引き継いだ (Pfa仔/Hofmann S.19-20. Harrasowsky S. 156では， 94年3月lこ，編
纂作業が， とある)。
その後，自然法学者マルティーニィ教授が，これまでの3部を総括して， 96年
にはいわゆるマルティーニィ草案を完成させた。 96年 11丹には皇帝の名で草案に
ついての意見表明が求められ，州委員会での所定の手続を経て， 97年 2月 13臼に
は「笥ガリツィ…エン法9主jとして(同 9A 18臼iこは主主リンガリツィーエンでも入
試みに施行された。これが，のちの ABGBの基礎となったのである(ゆえに，この
マルティーニィ草案は誠学上 Urentwurfとも呼ばれる)。前掲 Klang/ GschnIzer 
(5.9)によれば，ホルテン主主案は「テレジア法典j前掲の，いわば婆約践にすぎな
かったが，マルティーニィ草案は，形式も実態も新たな体系をもつものであったよ
うである。マルティ…ニィ自身がウィーン大学での自然法学徒であったこともあ
り，マルティ…ニィ草案は，自然法の息吹の強い法典であった(本節の詳綴は， bes. 
vgl. Harrasowsky S. 155-162. もっとも，立法作業上の技術的・運営問題への記述が閲
立つ)。
他方，当初の ABGBも詞様に自然法の色濃い法典である。ウイ…ン大学での
後継者であるツァイラーがのちに ABGBの編纂に窓婆な役割を果たすことから，
マルティーニィを ABGBの起草者と佼置づける見解があるほどである (KJang/ 
Gschnizer S. 9による)。
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2 民法典の編纂 (1797…1811年)
(1797年以降の交法作業については，とくに， Ofnεr， Der Urentwurf und die Bera-
tungsprotokolle dεs osterr. ABGB. 1889を参照。館潔lこは， bes_ vgl. Harrasowsky 
S.162寸67.)
(1)草案審議
結論からいえば，上記のマルティーニィ草案をもとに， 1801-1810年の問に一
つのレーズングで討議・修正され， iオーストリア一般民法典jが成立する。
補足しよう。上で述べた新しい委員会は，マルティーニィ草案を Urentwurfと
してお誌の素材としたのである。 1801年の終わりには，やっと待たれていた，草
案についての鑑定がだされ，それを委員会の討議資料とすることが可能となった
(鐙定の総議につき， Harrasowsky S. 163 f.， Pfaff I Hofmann S. 23-26)。マルティーニ
ィに代わって，その愛弟子ともいうべき F.ツアィラー(ウィーン大学教授，ローマ
法担当)がレヱブェラントとして委員会へと招詰ごされた(その他の委員:H.沢otten-
han， M. Haan， Sonnenfels， L.Pratobeveraの各氏)。委員会での読会についての詳細
なプロトコーレが保存されていたが，今日では， Ofner前掲著作を通じて，その
概要を容易に知ることができる。
(a) 第1議会 第 l説会 (1801年12月21臼 1806年)は，当然，最も包括的
であり，主主薬の3郊にわたって討議がなされた。おもに原則が論じられたようであ
る。とくにツアィラーのこ度にわたる講演でその基本原理があらわされているよう
である(議淡については， Pfaff I Hofmann S.36-86に詳述される)。ツアィラーの立
法哲学を一震でいえば，自然法の精神をE重視して，自然法思想を立法に導入するこ
と，と要約できるであろう。他方で，マルティーニィの自然法とも異なり，ツアィ
ラー自然法の方がより新しい響きがあると評されている。より呉全体的にいえば，マ
ルティーニィはC.Wolff教授の弟子であることもあり，論理的厳格さを伴うが，
ツアィラーはカント自然法の影響が強く，形市上学的思考をもとに，場合?こ応じた
柔軟な思考j去を有していたとされる。
そして 1806年には，草案が部分的に完成し，今後の議論の素材とされたようで
ある。
(b) 第2読会 前記の草案をもとに，第2読会が開始された。従来のメン
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ノて…(ツアィラーほか3名)のほかに，新たに 3人を補充。 1807年に草案が完成し
た。
(c) 第3読会 ツアィラーほか4人のメンバーで， 1808年 1月22臼に草案を
完成。
読会での審議録や，説会の簡に行われた講演録では，編纂の課題，ローマ法やプ
ロイセン一般ラント法，フランス渓法との違いなどに関する資料もみることができ
るようである (HarrasowskyS， 164による)。
(2) 公布
50年以上に及ぶ、編纂作業が終わりを迎えることになる。若干-の編集作業を施し
たのち， 1811年 6月1EI (法第946号)づけの勅令をもって，一般民法典として公
布され，当時のオーストリアに属した諸外I(ただしハンガリーま閣を徐く)で，施行
されたのである(施行は， 1812年1fl 1臼)。芸評い編纂作業の中心人物であったツア
ィラー教授自身が註釈謬 (Zeiller，F， E"Commentar uber das allgemeine burgerliche 
Gesetzbuch， 4おde，1811-1813， Registerband 1813，)を著しているので，立法者の見解
が比較的分かりやすい状況にあった。
民法典は，序編(1条一14条)，第 1編人事法 (15条一284条)，第2編物権法
(285条 1341条)，第3編人事法と物権法の共通規定 (1342条-1502条)との基本
的機成は今日でも維持されている(現行法の構成は，後述参照)。
(:3) 評備と特色
(釘litf'~，こiま， zB， vgl. Gschnitzer S，10-11.) 
(a) 通俗性 (Volkstumlichkeit) これは，たとえていえば，教養ある市民にと
っては炎現の判りよさと適度に簡潔であることを意味する。この点、は，とくに
Sonnenfels氏の功績といわれる (vgl.Gschnitzer S， 11)。その併として，たとえば，
婚姻の定義につき， r婚姻契約において，性の異なる 2人の者が，法律に従って，
分かちえない共詩体で生活し，予を出産・養育し，かつお互いに助け合う意思を表
明する〔ものとする)J (44条2:rfij)，との条項が挙げられる。この指摘につき，外
国人でありドイツ語を母隠誌としない我々には言語蕗での評価はできないが，当時
の法典との比較から生まれた評価であることを忘れてはならない。
(b) 克出し(渓E還をよくする機能) ここでいう f見出しjとの語は，原語では
Marginalrubrik (en) という。「兇出しJがつけられることにより，たんに襟題が
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ついているだけより，条文のつながりと全体の展望をよくするとの機能がある
ほlangI Gschnizer S. 13の評価)。これと対比して，フランス渓法の概f設住の惑さ
がよく指;隠される(たとえば.Flossmann，じ， Osterreichische Privatrechtsgeschich 
tεWien， Springer Verlag， 1983， S.13)。オーストリア民法は，この批判を解決しよ
うとする一つの試みかと患われる。
(c) 総定当時の評価 制定の当時，外国では， ABGBの制定はさほど注目さ
れたともいえない。しかし， ときの経過とともに， とくに公布 100年を迎える壊に
は，緩めて高い評備を受けるに至ったようである。たとえば，大戦後;こ者された
f近役私法史(鈴木訳427Jl[)によれば. iABGB'ま，ーのまったく卓越した法典
である。絞念的厳格さと体系的簡潔さとにおいて， ABGBは. ALRより決定的に
すぐれており，言主主のカについては，少なくとも ALRと詞格であるjとの評価を
受けているが，当初はかほどの評価を受けなかったのであろう。
(d) 世界に及ぼした影警撃 さらに. !立界lこ及ぼした影響についていえば.CD
フランスのように槌民地支配に遜じて.t!I:界各地にフランス法の影響を及ぼしたの
とは異なっている，②ttJ:界の諸国が法典編築に目覚めた頃には， ドイツ民法やス
イス民法というより後れた模範が存在した等の理由から j夜接的な影響が小さかっ
たのではないかと思われる。
(e) 慾緊的8然i去 民法典は，自然法Lこ基づいてはいるが，務蒙主義時代の自
然法(マルティーニィのそれ)の影響を受けつつ，多くの点でそれとは異なるものと
の評悩を受けている。この啓蒙的自然法が精神的な父であり，その点では 1794年
のALRと兄弟のごとき近似性がある，といわれるほどであるむschnizerS. 8)。
ちなみに，自然法思想、に影響の関としては，たとえば，貌系相続主義 (730条以
下)， i自然的な法原別によればJ(7条). i各人は生まれながら，理性に啓発され
た権利を有し……J(16条)などがその部とされる。
また，ツアィラーを通じて，カント倫理が刻印されていることは，多くの法制史
家が指識するところである(たとえば，お部殺亮「オーストリア…綾民法典j王子凡社大
百科事典)。これについては， Swoboda， E.， Das aIIgemeine burgerliche G巴setz-
buch im Lichte der Lεhren Kants. Graz， 1926， 318S との著名な著作がみられる。
(f) パンデクテン方式 オーストリア民法典は，総別，債務法，物権法，家族
法，相続法，との五つの領域に大躍される，いわゆるパンデクテン方式を採用し
たものであるほechberger，H.I日.Fuchs.， Das neue Rechtsstudium. 2. Auft. 1982， 
S. 103 f.， 3.Auft. 1984， S.103任)。この構成は，今日では多くの諮問で採用されてい
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ることは周知のとおりである。
(g) ローマ法 ことに債務?去の部分は，ローマ法の寄与が大きいといわれる。
たとえば，オーストリア法にとりヨ矢先iであった包括承継と個別承継(民532条， 535 
条)との承継形態は，ローマ法tこ由来するものである。また 309条にいう， r物を
自己のカやゲパールザムの中に持つものは，物の所有者と巧Zぶ。ある物の所有者
が，それを自己のものとして保持する意思を有するときは，彼は占有者である。j
との規定は，概念・表現ともにローマ法に依拠している， といわれる。
また， ドイツ法の影響を受けた制度としては，たとえば，上級所有権と用議所有
権 (357条)，私的担保(1321条)，非権利者ーからの善意取得の制度 (367条)などが
そのiJUである。
(h) 一般的法規制 プロイセン一般ラント法との比絞においてしばしば指摘さ
れたオーストリア民法の特色の一つである。法規範を弾力的に焼定するとの方法
は，ツアィラー自身が意識的に採った指導理念であり，この点がオーストリア民法
が今日なおその構造を維持している一つの論拠とされるほどである。たとえば，物
の概念につき， r人以外の，人聞の使用に役立つ全てのものJ(285条)との一般的
表現を用いていたゆえに，たとえば，電気的エネルギーもこの概念定義づけでカ
ノてーできているとされる。
(i) その他 その他，少し例示すれば，①盲目的に権威に従わず，解釈基
準を設定したこと(7条)，②新しい相続クラスの設定がその後の法典の模範とな
ったこと，③取引社会における信頼際則の導入，③ローマ法での点有法を修正
し， tH詩人などの権利保護への配慮，など多くの点でその特色が指摘されている。
3 公布後の 100年 (1812-1906年)
施行 100周年そ記念して数々の論考が公表されている(たとえば， Gschnitzer， 
Hundertfunfzig Jahre ABGB. JBI 1962， 405; Gschnitzer S.12ω17参照)0r部分改正j
前のことがらであるので，ここではその詳絡には入らない。
(a) 不完全さの補充 1812… 1846年の間に，多くの宮廷令により補完がなさ
れた。家族法では 119条， 138条， 179条など，相続法では 538条， 700条， 764 
条， 1249条などに関わる。家族法は完全に変わってしまっているので，相続法に
ついて務子のそれを補足すれば，被相続人の死亡のさいに胎児である者の相続能力
についての宮廷令 (1845年888号)，生存配偶者;こ全財産などを付与する旨の遺贈
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の効力についての宮廷令 (1844年807号入選留分権が物についての持分権ではな
く，価額藷求権にすぎない震を明言した宮廷令 (1844年781母)などがその併であ
る。
(b) 特別法の制定による矯完 非訟事件手続法，民事訴訟法，公証人強制法な
ど多くの特別法による補完を進めた時代。たとえば， 1862年の衛事法(海法を除
く)，土地法とくに抵当法については，大部分は 1871年の登記簿法により補足され
た。
(c) 規定の改震 後述する「部分改正Jまえにあっても，たとえば， 59年に
は124条， 95年には 200条， 282条の各規定が改正を受けた。また，格続法574条
(塗罪を犯した者の逃雲能力の喪失に関する規定。 1867年法第131号により廃11:.)， 593条
(遊言にさいする読人欠絡に関する規定。 1860年法第9号により廃止)などが露止され
7こ。
離婚法につき少し補足しよう。離婚法は信仰により異なる。カトリックの離婚
は，幾分修正されているがカノン法に基づいている。しかし，プルゲンラントで
は， ABGBの婚姻法は効力を有せず，そこではハンガリ一法が効力を手ましたまま
であった (vgl.Verordnu時間m29.5.1922 Nr. 316 BGお1.)。その他の諮外しすなわ
ちABGBの適F誌を受けた諮州では，婚掘の締結の当時に，当事者の一方でもカト
リック教徒であった場合には，婚姻は非解消主義がとられた(民111条。同規定は，
1938年婚姻法で失効した)。
4 I部分改正J(1907-1916年)
最高の法律でも制定後 100年も絞れば，補修・改正の必要が生ずる。段階的な会
霞改正の発端は，際態スイスでの統一民法典の制定(1907年制定， 1912年純子子)と，
1904年のむnger論文が火つけ役となったようである。改正の必要が認識され，同
年，ウンガーを議長とする委員会が設置せられ，改正作業が開始された(この委員
会の活動については， Randa， ZBl 29 S. 472 f.)。
その後， 1907年には，法務省は，改正案と改正の説明書を公表し，小委員会で
これが討議された。メンバーは， Madeysky (帝国裁判所長官)， Grabmayr (大学
教授)， Grunhut (大学教授。のちにはKlein教授)， Schey (大学教授)などである0
1909年に小委員会草案I，1911年には同第I次草案(解説っき)が作成された。政
府は，これにごく僅かの修正を加え，議会審議に付した。その成果は下記のごと
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し。
1. Teilnovell日 (G巴setzeskraftv. 13.10.1914ほGBI276]) 人事法(改正条文そ
列挙すれば， 24条)，家族法 (142条， 165-169条， 171条， 178条， 180条， 182条など
の改正， 178条aの新設)，後見法(192-198条， 207条， 208条， 211条， 255条， 284条
など)および法定相続 (586条， 591ゑ 597条， 731条， 754条， 756-760ゑ 796条の
改正， 592条と 742-749条の廃止)に関わる規定がここに収録されていた。特別法で
ある婚姻法は，政治的な対立のゆえに，この段階では改正の対象から除かれていた
(Flossmann， aaO， S.15による)。
11. Teilnovelle (Gesetzeskraft v. 25.7.1915 [RGBl 208]) 所有権規定中の境界
に関する規定 (850条， 851条， 853条)の改正がなされたにすぎない。
I1. Teilnovellε(Gesetzeskraft v. 15.9.1916 [RGBl 69]) おもに，今日の物権
法，債権法，および双方に共通の規定，がここで扱われた。表干の家族法 (43条，
120条， 138条， 152条， 158条， 159条， 163条， 246条， 248条などの改正， 159条a，
297条a，364条2項， 364条a-364条cの付力日)および相続法 (540条， 541条， 551 
条， 579条， 581条， 615条， 716条， i22条， 780条， 784条， 785条， 789条， 822条な
どの改正， 787条2項の付力1)の規定も改正されている (RechenbergerS. 104によれ
ば， i没後の与に，三妻子込後見法，非嫡出子の法的地位，婚姻の人的効力，親子践の法律
関係，夫婦財産i!U，配偶者総統権，離婚法，などの家族法の包括的改lEが実現された，と
ある)。
改正を形式の窃からみれば，テクストの改1E，規定の新設，また内容からみれ
ば，表現される認勾の留からみても， BGBに接近したとの評価がある (zBRechts-
verヌlcichendesI-landwort巴rbuchfur das ZiviトundHandelsrecht des 1n宇 undAuslan-
des. Berlin， Verlag von F. Vahlen， 1938， Bd.6. S. 159 links)。
①例示すれば， r成年年齢の引下げに関する連邦法JGesetz V0111 6. 2. 1919 
(RGBl Nr. 96) により，成年年齢を 24歳から 21歳にでげ， 21条， 174条， 247 
条， 252条などの関連規定を改正した。
② 法文の解釈にあたっては，テクストの文詞 (Wortlaut) と放んで，立法者の
明確な意図が基準となる。民法6条のこの規定は今臼でも存在し，欠放は類推適用
により満たしていくとの考慮、は，この時点で補充されたものである。結論におい
て，スイス民法 l条の影響が感じられる制定の仕方である。
つづいて，現行法下でも存続する 7条では，それができないときは，法律事件
比「念入りにあつめられ，かつ入念に考慮、された事情を考慮して，自然の法律際
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理に従って判決されるべしJとの規定が用意された。つまるところ ABGおの起草
者は，自然法を補充的法源と考えたものと解されている(Handwarterbuch，aaO， 
S. 160 rechts)。
5 その後の改
(1) r部分改正j以降の発展
第 1次大戦後にオーストリア・ハンガリ した。このような政治的変
選を背景に， 38年のドイツへの統合， 45年ドイツからの脱却と，自まぐるしい激
動の時代を過ごすわけである。このような中で，労働契約法やJ員三害賠{資法なども主主
要な改正を経験しているが，ここでは家族法に限定して記述する。
家族法の領域では， 1928年に後見法が大騒な改正を経験した。最も大きな改正
は， 38年7月68づけ統一法的弐GBl1 S司807)によりオーストリア婚嬢法を廃止
し， ドイツとの統ーによるドイツ婚姻法の導入をなしたことである。また， 39年 7
Fl4臼づけ法により失綜主主告などに隠する規定， 40 年には後見法が青少年福祉に
関する命令の制定により，内容的な修正を受けることになる。その他，小さな改正
も含めると，摘出否認、法も若干の改正を受けた。
他方，接続法の領域では，遺言と椙続契約に関する法が38年7月31臼づけで立
法されたのに伴い， ABGBの遺言法は廃止された。もっとも， 46年 12月 12日づ
けの「オーストリア遺言法の部復に関する連邦法J(1947 i手法;:g30号)により，殆
どの規定が湾ぴ効力を回復したのである。
(2) 大戦後の民法の改正
大戦後は，婚姻法や身分登録法などオーストリア民有法を路復するための法律を
除けば， 60年までは本格的な改正はなされていない。以下では， 60年の養子法の
改正以降の改正根拠;去を列挙しておく。
民法以外の領域で，家族法に密接に関わる法律も，ここに挙げておく。ドイツ民
法であれば，改正競定の根拠法を見いだすのは，いとも簡単であるが，オーストリ
ア法の下で改正綴拠法を見いだすのは，かなり関難を伴うことも少なくない。 ゆえ
に，若手詳しく示しておく(以下は，年代綴である)。これらの法改正により，前述
した 1910年代の改正法の姿が 相続法は別として一一殆ど残存していないこと
が知れるであろう(ちなみに，大戦後60年言葉子法の改正までに改められた規定は， 54 
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年に 207条， 208条， 284条，さらにお年の266条などの後見法lこ関する媛定だけであ
る)。
① 「養子縁組法の新規制に関する 1960年2月17日付連邦法J(1960年法第58号，
60年7月1日施行)
② f後見法規定の改正lこ関する 67年3月8[=1付連邦法J(67生手法第122号， 67年4
月1B施行)
③「非嫡出子の法的地位の新規制に関する 70年 10月初日付連邦法J(70年法第
342号， 71年7月1日施行)
④ 「行為能力および婚郷適齢の改正tこ隠する 73年2月14日付連邦法J(73年法第
108号， 73年7月1日施行，一部は 73年3月3日施行)
⑤ f婚鍛の身分的効力の新規制に関する 75年7Fl 1日付連邦法J(75年法第412
号， 76年1月1B施行，一部は 7年1Fl 1日施行)
⑥ 「予の扶養のための立替金の付与に烈ずる 76年5Fl 20尽付連邦法J(76年法第
250号， 76年1Fl 1臼施行。間法iま， 85生手法第451号， 87年法第645号， 89年
法第 162号， 89生手法第654号， 91年法第628号で改正されている)
⑦ f身分登録法の領域での改正に関する 1976年6Fl 23日付連邦法J(76年法第331
号)
③ 「綾子法の新規制tこ関する 7年6月初日付透邦法J(7年法第403号， 78年1
月1日施行)
⑨ f配偶者相続権，夫婦財産制，離婚の改正に潟する 78年6月15日付連邦法J(78 
4手法第280ゑ 78i下7月1B施行， -J5f1は80年1月1日施行)
⑩ 「婚綴法の改正にI主iする 78:t下6Fl 30日付連邦法J(78年法第303考， 78年7月
1臼五毎行)
@ I際lli手当;のための補佐』こ r~Jする 83 年 2 月 2 日付連邦法J (83 年法~136 号，例年
7月1日十号)
⑫ f人事法，婚鍛法，親子法の改正』こi主iずる 83年 1月llEHす連邦法J(83年法第
566号，例年l月1[]施行)
⑬ f子の宗教教育;こi英!ずる 1985年i部 [1法J(85王手法第 155号)
⑬ f毅子;去の改正;こ泌する 8百年3Fl15日付連邦法J(89年法第162号， 91年1汚
1 B1似子)
⑬ 「非続出子の王子等などに泌する 89年12月13日付連邦法J(89年法第656号， 91 
年 1月1臼施行)
⑬ その他の改正を拾えば， 85年に廃止し 86年に復活された 92条(離婚後の氏)，
74年には 176条， 191条， 540条， 768条3号，さらに 1989年7月1日法 (89年
法第162号)で144条， 145条， 186a条， 167条などの改正を絞殺している。関透
する時事法として，人工生磁法の主主築 (dazuvgJ. OA 1991 S. 63 f.， Bydlinski， 
(13 ) 
205 
]BI 1990， 741)が出ていることを挙げておこう。
6 民法典の構成
(1) 条文からみた構成
民法典全体の条文数は 1502条である。わが法に比べると少し多めであるが， ド
イツ民法の 2385条よりは遥かに少なめである。本稿が家族法を対象としているの
で，家族法?こ関わる部分を少し詳しく示しておく。
序 溺 災法典についてのー殺規定 (1-14条)
第 1部 人事法
第 1殺 人的な地位{こ潟わる稜利について
第 22主 婚姻j去について
第 3主 後~と補佐について
第 2部 物権法
物約な権利について
相続権について
(285-308条)
(309-858条)第 l綴
第3m
第 9~
~ 10 i立
第 11i;
第 12主
第 13i; 
第 14ii
終窓窓忠一綾ととくに滋言について
後f立相続について
選絡について
終窓怒怒{の制絞と取消
法主主相続について
滋留分と遺留分・相続分の算定について
(15-43条)
(44-136条)
(137-284決)
(531-551条)
(552-603条)
(604-646条)
(647-694条)
(695-726条)
(727-761条)
(762-796条)
第 15翠 遺産の占有について (797-824条)
第 2綴 人的な物擦について (859-1341条)
第 26雲 炎高官財産契約について (1217-1266条)
~3 編 人事法と物権法との共過去認定 (1342-1502条)
(2) 特民法について
(a) 婚姻法 わが躍の構成と比べると， r婚姻法Jが特別法であることを指
摘せねばならない(災jおこ収録されていないことは， ドイツと河じである)。同じドイ
ツ語閣であるスイス民法では婚期法は特別法ではなく，民法で規定されるのとは累
なっている。
(b) 身分登録法ほか わが留での戸籍法に最も近い身分登録法や身分登録官庁
登録法施行令は， ドイツやスイスと同様に，特別法が存在する。その他にも，家族
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法に密接な特別法としては，たとえば，扶養料立替法，子の宗教教育法などが，民
法テクスト集にも収録される代表的な特別法である。
I 家族法の文献案内
1 邦語文献
(1) 一般民法典
-鈴木禄弥(訳)近世私法史ふ 1961年。数カ所でオーストリア民法への言及
が散見されるが， 422-429貰では，柱を立てた記述がみられる。
・家族法関係 文献自体も援端:こ少なく，本格的な研究は殆どなされていない
といえるほどである。
(a) 夫婦関係
分野別に文献を列挙しておく。
CD 東季彦「線太利婚姻法J台北比較法学会編 5比較婚姻法第一部(婚姻の成
立) 1937年， 281-353頁。ちなみに，台北比絞法学会編;比較婚姻法第二部
(婚樹の証明及び効果)では，オーストリア法は未収録である。第一部でも，離婚
i去は収録されておらず，婚揺法の記述も， 1938年新婚摺法の成立前の民法典に基
づいている。したがって， i38年法j以前と比較する場合はともかく，現行の実定
法研究との観点からすれば，利用の綴聞は極めて制限されることになろう。
②鍛姻法;こっき，五十嵐溶(訳)rオーストリア連邦共和国婚姻法J宮崎孝治
郎編比較婚摺法IV 1962年， 1132-1208頁。設も体系的な学術書としてそ
の備依は低くはない。ただ，出版後から数えてもすでに 30年を経ており，最近の
家族法の;常として，その後の改正も著しい，などの点を考えれば，利用方法に限度
があるであろう。
③婚掘の1!lt効等については，松倉耕作「オーストリアj間垣学・吉村f恋愛編
5注解人事訴訟手続法第八巻j所i況(初版は 1982弘第21坂lま1993年に出版される
予定)。婚期無効・取消や家事事件手続に[認する新法(1984iドl月l臼施行)の概要
を知ることができる。
@ 夫婦財産法については，上記窃文献25-40頁で法定夫婦財産制が扱われて
( 15) 
203 
いるが，夫による管理との制度が78年に廃止されたため，開書で扱われる法定財
産制に関する記述の大部分は古くなってしまっていることに注意を姿する(なお，
J二記号文献では，夫婦財産制に関する記述はみられない)。
最近の改正までホローしたものとしては，簡略ながら，松倉耕作「オ…ストリア
の夫婦財産法j南山法学6巻2主 1982年， 148-171頁を参照されたい。
⑤ 寄与分については，松倉耕作 fオ…ストリア新民法における恕偶者の寄与j
判例タイムズ 460号， 1982年， 23-30頁。 78年法第280号により新設された記偶
者の答与制度を紹介する。ちなみにオーストリアでは，寄与分の清算はわが法のご
とく相続法ではなく，婚娘法 (98条-100条)で扱われる。
(b) 親子関係
親子法の領域では，若干の紹介文獄がみられる。
①松倉耕作「オーストリア法における嫡出否認訴訟j荷山法学9巻3号， 1985 
年， 191-250頁。摘出否認制度の制度紹介。否認、権者に検察官を認めることや，
出訴期間に特色がみられる。スイス法との比較やわが民法の遅れを強調する。
②松倉耕作 fオーストリアの裁判認知j南山法学9巻2号， 1985年， 195 
240 ]実。裁判認知制度の制度紹介。援学の進歩により父子鑑定が可能となってきて
いる。このような事情を背景に，裁判認知制度のあるべき姿を克扱えた種々の提言
(たとえば，死後認知制度を廃止，複数交渉のさいの相対的議然性決定方式の採fl，父子
関係の説明方法の見渡しなど)もみられる。
③松念耕作 fオーストリア養子法 縁組の成立と効果j判的タイムズ 479
号， 1982年， 40-53頁。養子縁組制度のうち，縁組の手続をi添く成立要件と効果
を中心とした制度紹介に議点をおく。
④松倉耕作「血統訴訟における血液検査等の協力義務j南山法学8巻3考，
1985年， 1-52頁。血統訴訟において1笠界のトレンドは，検査への協力義務を法定
ずる方向にある。義務違反に対するサンクションについては，各国の対応は一致し
ていないが(最も強力なドイツ法やオーストリア法のもとでは，罰金との間接強制にと
どまらず，強制拘引まで持定される)，協力義務の樗定と法定はさ当然のことと理解さ
れる。協力義務の位誼づけ方いかんによっては，血統訴訟のあり方を根本的に変え
るカがある。筆者は，血統訴訟を父子鑑定のエ…スと佼置づけ，協力義務の法定を
る。
⑤ 松倉耕作「扶養立替金の付与に関するオーストリア新連邦法一一家族法特別
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法の紹介j南山法学8巻 2号， 1984年， 97-156頁。扶養料立替法の制度概要を紹
介する。詞様の制度は， ドイツやスイスにもみられる。立法として興味ある制度で
ある。
(c) 後見法
下ー記2点の紹介文献がみられる。
CD 松倉耕作「オーストリアの後克法 Jj有山法学6巻2号， 1982年， 120 
147頁で後見制度の概要を紹介する。 83年改正部分は，後掲②文献を参照。
② 伺 孝 fオ…ストリアにおける成年後見法の新たな渓l}fjJジュリスト 975
号， 1991年， 32-38賞。 83年改正法の概要を簡潔に箔写する小品。
(d) 相続関係
寄与分(古Ij述(a)⑤文献)のほか，夫婦財産制と車の両輪関係にある記偶者棺続権
について若干の文献がみられる。
①記偶者相続権 松倉耕作 fスイス・オーストリアの配偶者指続権j南山法
学5巻 1 2合併主主 1981年， 215-239頁。松倉耕作「配偶者相続権j現代家族法
大系4所Jtj(， 1980年では， I日法下の制度を扱う。
② 棺続法の条文訳 {オーストリア椙続法(その 1) (その 2・完)J南山法学
16巻 3口 4合{芹号， 17巻 1号， 1993年。相続法全条 (531条 824 *， 1217-1264 
条)の完訳である。
③ fオーストリアーチ相続法j南山法学 17巻 2号に掲載予定，
1993 主主記の特別法の条文訳と解説をなす。
ちなみに，関連研究を示せば， [iJ.i原道雄 5オーストリアにおける農地相続
1963年は，一子相続にも言及する唯一の文献ともいえる(後掲， i翠村表でも道子主主
の説明がみられるが，述書[l法制定詰ijの斜度lこ絞れるにとどまる)0 I農業制度略史J，I農
業の概況J，I現行一子相続法J(26-40郎， I農家相続の実態と慣行J(41-78]'む
などの~下で，農家相続の規契日と災j惑が簡潔に描写されている。公表後半世紀近く
経ており，内容のうえで丞婆な関連をもっ記偶者相続権や夫婦財産制の舟容(妥の
地位を高める方向での改正l，また非続出子の地位(地位の改善，すなわち嫡出子ーへの
肉化)などが著しく変わっているが，極めて貴重な文献である。
なお，直接相続;こj鶏わる文獄ではないが，都留大治郎(編著)
存立条件九州大学出版会発行， 1982年，は 300頁を超える大著である。アルぺ
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ン地域の出岳農民の実態調査を踏まえた賛意な研究である。とくに，第4J$[ iォ
ストリア幾業構造の変貌過程Jの部分 (115-150:li'Oが参考となろう。その他lこ，
小倉武-iオーストリア農業の構造的諮問題jのびゆく農業76号， 1959年や，逸
「オーストリア山地農業の発援j伺誌90号， 1960年， といった邦語資料も
みられるが，ぢくかっ棺続の文献としては余り有mとはいえないであろう。
(e) 身分受銭
わが戸籍法lこ近い内容をもっ身分受録法も，家族法の特賠法とし
法律である。
てE重要な
① 松倉耕作「オーストリア新身分登録法j南u1法学9巻4号， 1986年， 115… 
177頁では，条文訳のほかに，筒絡な制度紹介をiなす。各種の去を録簿などの見本を
添えているので，有形であろう。ちなみに，当然のこととして他のドイツ法盟諸認
との関係も深い。ドイツ法やス千ス法(筆者による条文訳がある。松倉耕作 fスイス
身分受録令(条文訳日南山法学 16巻 lご 2合併号， 1992年)との対上ヒも興味ある談題
である。ドイツの身分登録法に関する文献につき，上記拙稿の 117廷と最後の頁所
掲の文献参照。
② 松倉耕作 fオーストリアの身分受録法施行令j荷山法学 16巻 3 4合併ー号，
1993年。前記の身分登録法を補足する関係にある f続行令jの条文訳である。「登
録法Jとは，いわば率の荷車会の関係にある。
(2) 関連領域
家族法以外では，これに近接する悶際私法と渓~訴訟法などに慢する文献を挙げ
るにとどめる。とくに後者では， ドイツにおけると同様仏人事に興する訴訟や親
子関係法なども扱われており，家族法の研究にも重要であるからである。
(a) 国際私法
わが法でも改正があったこともあり，オーストリア改正法の紹介など，務干の資
料がみられる。下記以外にも若子の文献がみられるが，全てこれらに引用されると
ころを参照されたい。
φ 石黒一怒(訳)iヨーロッパ国際私法の新たな渓ssJ判例タイムズ 449号，
1983年，とくに 46-48真。同様に，石黒…窓(訳)iヨーロツパ臨際私法の新た
な動向J季刊・民事法研究3号所JjX， 1983年。改正の著しい諸躍での改正のトレ
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ンドを探究する草稿。後者は翻訳であるが，一読に{践する。
② 山内惟プト「オーストリアの国擦私法典についてj法学新報88巻5= 6号，
1981年， 171-203頁。新!日法の邦訳と立法に溌るまでの経過を概観する。
③石黒一憲 7隈際私法の解釈論的構造 1980弘とくに 71-98頁。オース
トリア法のみを対象とするものではないが， I第31:三紙触法上の原則の相対化と{列
外救済jとの章一ドで，オーストリア法が多出する。
③笠原俊宏(編)国際私法立法総覧j， 1989:旬、本舎の 70-77頁で「オース
トリア共和信Jとのタイトルのもとに， 78年改正法の条文訳が掲載されている。
③桑田三郎「オーストリア間諜家族法の改正草案についてj法学新報部巻8
号， 1962年。タイトルに示されるとおり，草案の紹介。同様に，主主案の紹介現行
として，山内惟介「オーストリアにおける出深私法および国際手続法の改正草案に
ついて いわゆる「シュヴィント 法学新報81巻4号， 1974年。
(b) 民事訴訟法
長室震な紹介などがみられる。出版後，改正を受けているものも少なくないが，文
献名のみを列挙しておこう。
ワ)オーストリア強制執行令法j法務資料421号， 1975年，条文訳。それ以前の
ものとしては，司法省訳「填医i強制執行法J欧州各麗民謬訴訟j記所収， 1924 
3下，がある。
③ 小野幸二;核地平IJ民事訴訟法11912年，条文訳。その後のものとしては，
司法省訳「壊国民事訴訟法J 州各出民事訴訟法j所Jj)(， 1924年，がみられる。
③ 斉藤;な三注目;壊太平IJ破産法及手[]談法 1922年，条文訳。
?欧州各詞民事訴訟法j前掲所収。
⑤~谷 Iオーストリアj 日本公証法学会・日本公証人連合会?外留公証法
1 所収， 1983年，条文訳のみ。それ以前にも，たとえば，公設人協会雑誌、l巻l
号以下， 1930恥以降に連載がみられる。
⑥ 中務俊昌[オーストリアの弁護士制度J三ヶ月主主ほか f各層弁護士制度の研
所収， 65年。
(19 ) 
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2 欧諸文献
(1) 入門警など
(品) 民法奥の成立遜程など
ヌド稿の第1部において，能賂に成立過程を紫捕しており， またその後の一部改正
についても，具体的に示した。以下では，分野別に文献を示していくことにする。
(b) 入門
入手の使と簡潔dの点から，つぎの3点を挙げておく。
① Bydlinski， P.， Einfuhrung in das osterreichische任 ivatrecht.Eisenstadt， 
Pru認， 1975， 113S.そ挙げておこう。家族法は 97-104見相続法は 105-107頁で
る。その他には， Bydlinski， P.， Grundzuge des Privatrechts. Wien， Manz， 
1991， 362S.民郊のほか，著作権法まで収録する。記述が存立暁，例示が豊富などの
工夫がこらされている。
② Flosδmann， U.， Osterreichische Privatrechtsgeschichte. 2. Auft. Wien， Ver-
Iag Springer， 1992， ca. 400S.は，民法のみを対象とし，家族法，相続法，物権法，
どの項告別にそれぞれの制度を素描する。筆者は初版 (1986年， 369頁)
を所有。
③ Bydlinski， P.， Grundzugεdes Privatrechts. Wien， IVIanz-Verlag， 1991， 
362S.筆者は未見であるが，広告用のパンフレツトによれば，災事関係のみなら
ず¥溜挙法(会社法や手形法)のほか，不正競争防止法，著作権法をも収録する。
筆者は大学私議節。
(2) 体系
体系議は，いま現在，使用可能なそれと，康史的なそれとに分けて示すことにす
る。
(a) 現在の体系撃
対象文獄は，邦語文獄の場合と詞様に，家族法の研究にE支援役立つ文献， しかも
比較的新しい文献に限定する。オーストリアでは，椴応な概説書 (Lεhr・buch)を欠
いていることは， Rechenberger (S. 126)氏も認めるところである。下記2苓が最
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も代表的である。
① Gschnitzer， F. / Ch. Faistenberger， Osterreichisches Familienrecht. 2 
Auft. (Springers Kurzlehrbucher der Rechtswiss己nschaft).れアien，Springer Ver・
lag， 1979， 176S.教科書シリーズの一つであり，記述は簡略ではあるが，資援な文
献である(初版は 1971年， 135頁)。
② Koziol，狂./ R. i耳、Iser，Grundris des burgerlichen Rechts. 9. Aufl. Bd. 1江I:
Sa配d沿1児加e臼I町1r巴配cht託，Fa、mili巴nrモ官e配ch批1式t，E日rb肱r巴配ch批t.Wi於en，Man山lはZ
は173一28加O頁で，相続法は 281-408頁で扱われる。ちなみに，本設の初版は 1971
年(180頁)に始まり，第2版以降は 3年ごとに改訂されている。各節のfJめに，
雑誌、論文を含めた主要な参考文献も添えられており，書名どおり概要を知るには最
といえるであろう。筆者はいずれもウィーン大教授。ちなみに全2巻で第 1
巻は{責務法を対象とする(第9板が1992年 (558頁〕に刊行されている)。
(b) 箆史的な体系警
才一ストリア民法は歴史がながい。研究していると， I臼法の規定や解釈を知る必
要のある場面も少なくないであろう。そのことを考慮して，庭史的な変遷などをも
調べるための体系舎を少し挙げておく。
CD Ehrenzweig， A.， System des osterr. allgemeinen Privatrechts. Wien， 
立/Ianz.Verlag.会巻の内容は下記のごとくである。
Bd. 1/1: Allgemeiner Teil. 2. Aufl. 1951. 
Bd. 1/2: Das Sachenrecht. 2. Aufl. 1957 
Bd. 2/1: Das Recht der Schuldverh託ltnisse1928. 
Bd. 2/2: Familienrecht und Erbrecht. 2. Aufl. 1937 
家族法は 1-354 頁，相続法は 355~621 ]ぎで数われる。 は当初は， Pfaff教
授の手により，ついで Pfaff/ Krainz教授 (2Bdε1885， 1889)，第3版以降は
Pfaff / Krainz / Ehrenz¥V巴ig教授 (1899，1900)の編者により受け継がれてきた最
も本格的な体系告である。後述の第2シリーズがでる前には， 6版を護ねている。
はこれもを全て私有している。刊行年を記せば，初版1889年，第2版 1894
年，第3版 1900年，第4版 1907年，第5版 1917年にの第5J波は，いわゆる会問
的な部分改正後の刊行である)，第6版 1924年のごとくであるにの!i'H 絞を第2シ
リーズでの初版と位置づけてこれに続く%2J授が，上記の i1937年版家族法jである)。
@ Ellinger，].， Handbuch d巴sosterr. allgemeinen Zivilrechts.本書は民法典
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を一鴻で概説する貴重な文献である。民法施行後から，最終版は第7絞 (1877年，
697頁)まで刊行されている。筆考自身は，家族法の部分のみを会版所有している。
ちなみに，最終の第71援をO1Jにとれば， 24-135頁の 100頁強で，婚姻法，親子
法，後見法が収録されている。
③ Michel， A. Th.. Handbuch des allg. Privatrechtes fur das Kaiserthum 
Osterreich. 2. Auft. 1856.筆者はコピーを所有する。家族法は第 l巻 125-330頁
で，相続法は第2巻 100-295頁に収録される。
(3) コンメンタール
体系書の場合と向;様に，現行法の研究に用いるそれと，過去の状況を調査するの
に必要なぞれとに分けて示しておく。
(a) 王見イそのコンメンター jレ
大コンメンタールと中コンメンターlレとがみられる。
G)大コンメンタール ドイツのミュンヘナー・コンメンタールほどのボリュー
ムではないが，最も伝統あるのが， Klang， H. / F. Gschnitzer二Kommentarzum 
ABGB. Wieロ， Verlag des Osterreichisch巴nStaatsdruckerrei.である。
このシリーズでは，養子法から親子法 (1977年法)までについては筒絡な補訂版
(1977年刊行)が出ているが，その他の婚姻法 (1964年刊行)と後見法(1962年刊
行)はかなり古い。とはいえ，文獄の乏しいオーストリアでは，第一級の価値があ
る。
②中コンメンターlレ 上記①に示した大コンメンタールに加えて， 80年代に
歪り，下記のコンメンタールが刊行された。
• Rummel， P. (hrsg.)， Kommentar zum ABGB. Wien， Manz.Ver・lag.
第 l巻では， 1条 1089条 (1983年， 1538資，第2版:1174条までを対象とする。
1990年， 2439頁)，第2巻では， 1090条 1052条(夫婦財産法が含まれるl，民際私
法，婚姻法などが収録される(1984年， 2124瓦第2:1:議総i奴:1992年 2332]主)。家
族法の綴屈で第2版の補充をいえば，補佐法(後見法:こj収録)の改正に伴い，第2
巻から第 1巻に編入されたことである。編者はりンツ大教授。各巻ともに産主主で約
5万円弱ほど婆し，少し高舗ではあるが，大コンメンタールの刊行が遅れているの
で，極めて有用であろう。
• Schwimann， M.， Praxiskommentar zum ABGB. vぞien，Verlag Orac. 
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Bd. 1: 331-284 ABGB十Eherecht1990， 573S. 
Bd.3: 39531…858 ABGB 1989. 418S 
題名からも推察できるように，実務家を対象として苦かれている (vgl.OJZ 1992. 
S.24)。言い換えると，体系性よりも，判例分析に重点が誼かれている。ちなみに，
本シリーズは全5巻あり，第2巻は物権法，第4巻は契約法，第5巻は損害賠償
法，がそれぞれ収録されている。
(b) 歴史的なコンメンタール
1811年 ABGBは，周知のようにフランス民法につぐ伝統のある法典である。研
究の必要上，規定の変遷や!日法当時の状況等を知る必要が生じる場合も少なくな
い。それゆえ，主要な文献のみを示しておく。
① Klang， H. / F. Gschnizer， Kommentar zum Allgemeinen burgerlichen 
Gesetzbuch. 2. Aufl. 1巻 1分冊(l条一136"，弘婚締法， 1964年)， 1巻 2分冊 (137
条一284条，親子法と後見法， 1962年)， ffi3巻 (531条-858条，相続法， 1952年)，第
5巻 (1090条-1292"，弘夫婦財産法ほか， 1954年)などが収録される(筆者も私有す
る，初版の第4巻は 1931年以降の出版である)。コンメンタールのなかでは最も権威
のあるそれである(前述(2)の説明を参照)。
② Nippel， F.， Erlauterungen des ABGB. 全 9巻(もっとも第7巻と第8老きは各
2分Hltに分かれる)が 1830年ー から 38年にかけて刊行されている。家主笑法は第2巻
(30 "Fと山坂。夫婦財政務せはm7巻の第2分冊lこ収録)，格統法は第4巻と第5巻(いずれ
も32{flB版) ，こ収録される。施行後の文献としては最も本格的なコンメンタールと
いえる。もっとも，一般には笑務家向きとの評価がある。
③ Scheidlein， G.， Handbuch des osterreichichen Privatrechtes. 3 Bd日 1814-
1815.会巻で800頁近くあり，施行直後のコンメンタールとして貴震である。
③ Stubenrauch， lVI. / W. Schust巴r/ K. Schreiber， Commentar zum osterr 
allg. burgerl. Gesetzbuche. Bd. 1. 8. (1etzte) Aufl. Wien， Vεrlag lVIanz， 1902.家
族法は 97-353頁と，比較的簡略なコンメンタールである。
⑤ Zeiller， F.E.， Commentar uber clas allg. burg. Gesetzbuch. Bd. I， 1811. 
本稿の最初に，民法典の成立過程を記述する折に示したように，筆者は ABGB
の実質的な立法者である。災法典の施行に先立ち著されたコンメンタールである。
家族法 (44条一一284条)は第 l巻， 1811年， 164-567頁，夫婦財産法(1217条一
1265条)は第3巻， 1812年， 578-660頁，相続法は第2版， 1812年， 377-874頁
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で扱われる。やや小判の審物であるのでコメントが詳しいともいえないが，立法関
与者の著作としての価値は高いであろう。
⑤ Kirchsteller， L. R.， Comm巴ntarzum Osterr. all. burgerlichen Gesetzbu-
che. 5. Au行.1894， 756S. 
初絞(1868年)から第5版 (1894年， 756 J![)までみられる。記述は簡明であり，
判例への言及の殆どないことが物足りなさを感じさせる。
(4) 婚錦法
わが婚揺法と比べると，夫婦財産制が桔続法 (1217条)で鍛われている関係で，
婚姻法の体系警などでは，通{f~は夫婦財産制についての記述はみられない。本稿で
は，日本法の体系に従って，夫婦財産法に関する文獄もここで示しておく。
下記の文献のなかでは，一般的には，。文献が最も勧められよう。
号CD Sc出hwi加nd，F.， K王匂omm巴臼n詑ta訂rz加um(伽i沿st匂er汀reiたchiおschεenEh恥巴r陀巴cht託仁.2. Aufl註.Wえν杭7弓ien口，
主恥M勾註an回Z
4付4条 100条と婚摺法全条文とを対象とする。判i剖F列4への言及もそこそこみられ，ま
ず最初にみたい文献である。ちなみに，邦語文献に示した五十嵐(訳)の原著は，
Schwind教授である。
② Ent， H. / G. Hopf， Die Neuordnung der personlichen Rechtswirl王ungder 
Ehe. Wien， Manz但Vεr1ag，1976， 213S.， 2.Au政 1979，263S.筆者はいず、れも，司
法省に勤務する実務家。第2版は 178年6月15E3付連邦法Jfこより改正された部
分を補訂解説したもの。ゆえに，わが罷の研究者にとっては，立法者の解説を知る
ことができるとの長所がある。
③ Kohler， H.， Eherecht. Wien， Verlag der Osterr. Staatsdrllckelei， 1975， 
383S.夫婦財産法も含めた f婚賂法Jに関するコンメンタール。 Schwind改訂
版・前掲①が出るまでは，最も簡潔な文献であった。文献の少ないオーストリアで
は費三設な小品。
支)がでている。
はウ千ーン大学教授。時折，被訂の荷予(たとえば， 78年， 6 
③ Feil， E.， ABGB. Handkommentar fur die Praxis. Bd.2止:P巴臼rsonen-1I泌n吋d 
Familienrεcht託 (331日5一2訪84心).E引3江is鈴巴ns芯t匂呂沢吋d批1杖t，P桁nロ19舘g
裁半判Uf銅F列tはもちろんのこと，政府提案ほかの立法段階での議論を知るうえでも有
設な資料である。同シリーズの文献として， Feil， E.， Eherecht， Ehegattenerb-
r巴cht，Eheguterrecht. Handkomm巴ntarfur Praxis. Eis巴nstadt，PruggベTerlag，
(24 ) 
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1978. 284S.があり，特別法としての婚姻法をも対象とする。
⑤ 前掲 Rummel，P. (hrsg.)， Kommentar zum ABGB. ¥ミTien，iVIanz. Verlag. 
の第2巻に婚姻法 (1984年絞3059-3142資)が収録される(解説は前掲参照)。
⑥その他 教科書やコンメンタ…ル以外で，新しい重要文献を挙げておく 0
・Harrer/ Zitta， Familie und R巴cht.Wien， Orac， 1992， 818S.筆者は未見0
・Lehner，0.， Famili巴一-Recht -Politik. ¥ぞien.Springer Verlag， 1987， 681S 
19世紀と 20世-紀におけるオーストリア家族法の発艇を素描する極めて資重な文
献であり，我々にとっても有り難い資料である。
• Die Entwicklung des Familienrecht巴sin Mitteleuropa. Wi巴n，V巴roffent-
licht vom Oberlandesgericht， 1971， 167S.裁判官を対象に 1970年3月ウィーンで
開催された会議での講演録である。
• Ostheim， R. (hrsg.)， Schwerpunkte der Familienrechtsreform 1977/78: 
Entscheidungshilfen fur die Praxis. Wien， Manz， 1979， 219S.改正問題を扱う論
文集。
• Eypeltauer， D.， Die Familienrechtsreform im parlam巴ntarisch己nWillens. 
bildungsprozesz. Diss. Wien. 1981， 304S. 1811年統一民法典の成立以降も扱うが，
78年婚摺法改正をおもな素材として，各立法段階での意思形成問題を論じる。
我々にとっては，立法過程への誘いとしても役立つであろう。
• Pelikan， C.， Aspekte der Geschichte des Ehεrechts in Ost巴rreich.Diss. 
Wien， 1981， 292S.知樹ftと契約の長jEI，法制度上の契約自由の制限，中位および
おける政治的・経済的婚期制限の歴史， 19俊紀婚姻法における離婚，など
のl}'j 討が扱われる。法社会学的な一悦}:~からアプローチずる長震な研究である。
⑦大戦前の文献 f部分改正J前と後の文献を挙げておこう。
• Anclers. J. F.， Grundriss d日sFamilienrechts. 2. (letzte) Aufl. Leipzig， Ver. 
lag von Duncker & Humblot， 1911， 139S.初版は 1899年(紫殺は芸12版のみを所
有している。初版は室長族法と相続法とを含む 1mtだったようである)，上記の第2版が最
終版。 1914年全面的な部分改正前の文献であるが， Ehrenzweig箸;こも引用され，
権威ある書籍のーっと位置づけられている(夫鳥取引制iUも含まれる)。
• Krasnopolski， H. / B. Kafka， Osterrεichisch巴sFamilienrecht. Leipzig u 
Wien， Verlag iVIanz， 1911， 396S も比較的詳縮かつ重要文献の…つに数えられて
いる(lくoziol/ Welser前掲では5大文献の一つに拳げられている)。
• W olff， K.， Grundris des osterreichischen bi.rgerlichen Rechtes.も最終の第
(25 ) 
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4/授は大戦後の出版(1948年， 382頁)であるが，初版 (1923年， 332真)以来，評
価が高い (*2版・第3絞はいずれも， 1946年， 424頁)。内容は，債権法，物権法，
家族法，相続法を対象とする。
③ いま少し古い 19役紀の体系寄等としては，
・施行初期の文獄として， Dol1inger， Th.， Handbuch des in Ostεrreich gelten. 
den Eherechts. 2 Bde. V毛Tien，Verlag der Geifingerschen Buchhundlung， 1813， 
403S.， 284S. (1818年に第1巻の補訂絞がある)， 2. Aufl. 1848， 452S.， 276S.施行まも
ない頃の資援な文獄である。
• Rittner， E.， Osterreichisches Eherecht. Leipzig， Verlag von Duncker & 
Humblot， 1876， 369S. この時期の婚姻?去の文献としては，
格的な体系惑であろう。祭者は，レンベルク大学教授。
自にみるべき本
• Winiwarter， J.， Das Osterr. burgerliche Recht. 2. Aufl. Theil 1: Das Perso. 
nenrecht. 1838， 572S.初版は 31年刊行，全5巻あり，比較的詳細なコンメンタ
ルである。標記の巻は家族法を扱う。
⑨離婚法 上記の文獄ではいずれも，離婚も扱われているが，とくに離婚の
みを対象とする文献も若干示しておこう。
• Kohler， H.， Ehescheidungsrecht‘Wien. V巴rlagder osterr. Staatsdruckerei， 
1978， 214S.小品ながら，綴婚に関する特別手続法，陸擦私法にまで言及する価値
あるコンメンタ…ルである。筆者はウィーン大学教授。
• Toda， H.， Scheidung in Osterreich. Diss. Wien. 1980， 143S.機婚を巡る開
題を統計的・社会学的見地から分析するユニークな文献である。
⑬ 夫婦財産法
• Brauneder， W.， Die Entwicklung dεs Eheguterrecht in Osterreich.おIun.
chen， Salzbur・g，Fink. Verlag， 1973， 441S.法定財産制(非契約財主主総)は， 第2部
341頁以下で扱われる(第1苦sは契約により形成する財産制)。
• Bittner， L.， Vertrage im Eheguterrecht. ¥Vi巴n，Orac， 1989， 63S オーラッ
ク書式シリ…ズの一つである。夫婦財康法に関する概説的な説明に続いて， 39頁
以下で契約見本が添付されている。
• Hons日1，H.， Die Neuordnung d巴sgesetzlich巴nGutεrrechts in Osterreich 
FamRZ 1980， S.93.本資料で制度の統芸さが理解できるであろう。法学部のある大
学であれば，まず備えられている雑誌であるので容易に手にすることができる文献
である。
(26 ) 
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• Grillberger， K.， Eheliche Gutergemeinschaft. Wier工 Osterr.Staatsdrucke-
rei， 1982， 188S.契約財産制である燃度共通制を対象とする。全般的に概説してい
るので¥我々にはむしろ有り難い。筆者はりンツ大学教授。
(5) 窺子法
本格的な研究警はいまだみられない。各分野別に若干の単行本を挙げておこう。
① 嫡出子法につき，
• Prohas討k王汲a，VV礼布以7人./ K. Graf， Das neu巴 ost捻er口r鴫モ討eichiおsch児巴 Kむ111口dschaf立tsr巴cl比1札礼tι;λ.K王urロZ宇
k王ωomm巴臼n式ta紅r.W毛Ni匂en口九， Ju汀ポridi五c印a
脊少年保護局lにこ勤める笑務家。 78年 1月1日施行の親子法のテクストと概要を知
らしめる資料。特例への言及はあるものの，研究会としてはやや物足りないやもし
れない。なお， Nlotter， H.， Das neue Kindschaftsr巴cht.Graz， Merkur Ver匂g，
1977， 208S.は立法段階での議論を知るのに極めて有益で、ある。
• Schuchter， F.， Das neue osterr. Kindschaftsrecht. FamRZ 1979， 882 f.雑
誌論文であるが，わが国では，これが最も入手しやすい資料であろう。
• Wresounig， F.， Das neue Kindschaftsrecht und sonstige einschl註gige
Rechtsvorschriften. Eisenstadt， Verlag Prugg， 1979， 514S 若干古くなったが，
関連する諸法規を概観するのに便宜である。 402-487頁で， I日法，政府提案，新
法と表記している部分は，我々にも有益である。筆者は地裁判事。
②養子法については，
• Mey吃r，M.， Adoptionsgesetz. 2. Au丘Wien，Juridica-Verlag， 1991， 173S 筆
者は公設人。小コンメンタールで，初版 (1961ijO， 1H W')が出版されてから約30
りの改訂版である。記述の内容もかなり詳縮にiなっているので， これのみで制
は理解できるであろう。また，付録として添付されている書式見本(126
3ミ以下)は，我々にも有益であろう。
・さらに今日では少し古くなったが， Kδhler教授の手になるコンメンタールが
ある(大コンメンターJvfi1i掲の補お}援でbある)0 Kohler， H.， Kommentar zum ABGB. 
Erg註nzungs-bd.: V om Adoptionsgesetz bis zum Kindschaftsgesetz. vVien， 
Staatsdruckerでi，1977， 220S. 60年の益子法改正以降， 77年親子法改正ーまでに改
正された諸条項(例，婚姻法焼忠後見法など)を含めた解説の存在訂をなす。
料への言及も豊富である。
• Schwimann， IVI.， D品sosterreichischεAdoptionsrecht nach seiner Reform. 
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FamRZ 1973， 345 f.は，いまでは少し古くなったが，簡単にみれる資料である。
③ 非嬬出法については，
• Maurer， E.， Uneheliches Kind und Recht. Wien， JuridicaペTerlag，1991， 74S. 
が比較的新しくかっ手頃であるが，記述はやや啓蒙惑の色彩が強い。
・その他に，少し古くはあるが，非嫡出子法改正直後の文献として， Feil， A.， 
Neuordnung der Rechtsstellung d巴sunehelichen Kindes. Eisenstadt， Pruggベ/アer.
lag， 1悶97η1，8お3S. ~祭奈者は裁判宮。 また' ユ;V!e巴y問巴r丸， A.， Iひ)註部sRミ巴配cht託 d命己sune出he凶iおcぬh巴叩n 1
I犯〈むind吋巴郎s.Wien， Jur討i泌凶d必ic伺a
をしている。室筆在者;は立公証ノ人¥.0 前事警は体系議， 後ミ警はコンメンタールである。
・2日men，H.， Die Neuordnung der Rechtsstel1ung des un巴helichenKindes in 
Ostεrreich. FamRZ 1973， 355， 558.雑誌論文としては比較的詳細な解説である。
入手が楽であろう。 (当終)ウィーン大学助手。
③ Feil， E.， Rechtsverhaltnisse zwischen Eltern und Kindern nach dem 
KindRλR. Eisenstadt， Prugg， 1989， 1985.親子法全絞に記述されているが， 89年
lこ改正された青少年福祉法の改正概要の紹介(145頁以下)にもかなりウエイトが
置かれる。筆者は裁判官である。
(6) 後見法
これといえる文献はないに等しし〉。下記文献のほかに，前記コンメンタ…lレや体
系替を参鰭されることを勧める。
CD Knel1， H.， Die Kuratoren im osterreichischen Recht. Wien， Juridica.Ver-
lag， 1974， 312S.少し古くはあるが，今日でも最も本格的な体系番と佼置づけられ
ている。 83年改正部分は下記④の文献で補足する必要がある。筆者は地裁判事。
② Zed倣l江twアi江tz丸， J-双孔f乞刷G.， Voαr岨munds託ch呂fれt，KtぽI汀ra抗t巴el，En戊tmむd必ig鋲ung.2. Au臼.¥A.九ぞ杭7弓ien，
Jur凶討idic凶註
土。初版は 1971年。
③ Maurer， E. (hrsg.)， Sachwalterrecht in der Praxis. Wien， J uridica 
lag， 1984， 288S を念頭に，改正新法を索捕する。文献資料の少ないことも
あろうが，本書に対する評価はかなり高い (vgl.Gamerith in OAmts¥'官 mund)。ま
た， Zierl， H. P.， Sachwalterschaft und Verwaltung. Wien， J uridica -Vεr1ag， 
1986， 150S.は，行政面への影響を考祭する。三変者は行政官。
@ 83年に新設された新しい「世話法Jについては，つぎの3文裁でほぼ概要
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が理解できょう。
• Kremzow， F."¥正人， Osterreichisches Sachwalterrecht. Eisenstadt， PruggべTer-
lag， 1984， 456S.新法の改正直後の出版であるが，オーストリアでは珍しく，本格
的な解説委である。本格的に比較研究される方にとっては，恰好の文献であろう。
• Fei!， E.， Sachwalterrecht. Schrift日nfur die juristische Praxis. Bd.45. Ei-
senstadt， Pruggべrerlag， 1991. 79S.新制度の全貌が体系的{こ記述される。引用文
献が新しく，制度の概婆を知ることに怠J去を設けば，我々日本の研究者にとって
は， Kremzo¥Y前掲:書よりもお勧めといえるであろう。筆者は裁判官である。
• Ent， H. / G. Hopf， Das Sachwalterrecht fur Behinderte. Wien， Verlag 
Manz， 1983， 1925.立法資料と関連テクストが豊富に示されている。筆者はいずれ
も，司法省に勤務する行政官。
③ Chorinsky， C. G.， Vormundschaftrecht Niederosterreichs vom 16. Jahr-
hundert bis zum Erscheinen des J osefinischen Gesetzbuches. Wien， A. Holder， 
1878， 444S 一般渓法典成立後の記述はなく，純然たる法制史文献であるが，オー
ストリア後見法の進んだ研究をするには，必読文獄といえよう。
(7) 相続法
家族法と違って，諸外国におけると向様に，改正が比較的少ないので， I部分改
正J後の文獄は，現行法としての利用が可能な文獄が少なくない。
① Ehr・enzw巴19司 A. / W. Kralik， System d巴sosten・巴ichischenallgemeinen 
Privatrechts. 4. Buch: Das Erbrecht 3. Auft. Wien， Verlag Manz， 1983， 420S.体
系の折りに示した， Systemシリーズの新版である。たとえば， 1985年には世話
法(16]，'0のように， ときおり補訂(追録のif:Jで)が出されている。
② Gschnitzer， F. / c.Feistenberger， Osterreichischeres Erbrecht. 2. Auft. 
Wien， Verlag Springer， 1984， 144S.初版は 1971年出版。シュプリンガー教科書
シリーズの一つである。原著者も布告訂者もインスブルック大学教授。
③ Kozior， H. / R. Wel日日r，Grundr泊 desburgerlichen Rechts. 9. Auft. Bd. I: 
Sachenr巴cht，Familienrecht， Er・brecht.Wien弔 Manz-Verlag，1991， 447S.拐続法
は281-408買で扱われる。筆者はいずれもウィーン大学教授。ちなみに，
初!授は 1971年(180資)に始まる。
④ 前掲 Rummel，P. (hrsg.)， Kommentar zum ABGB. Wien， Manz-Verlag. 
の第 1巻に相続法が収録される。
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⑤前掲 Schwimannプラクティスコンメンタール第3巻で相続法が扱われて
いる。
⑥ Feil， E. (hrsg.)， ABG B. Handkommentar fur die Praxis. Bd. 4: Erbrecht 
und Rechtsgemeinschaft (~531-858). Eisenstadt. PruggベTerlag， 1977. 392S. *弱
者は裁判官。裁判例はもちろんのこと，政府提案ほかの立法投階での議論を知るう
えでも有益な資料である。
⑦ Feil， E.， Pflichtteilsrεcht. Eisenstadt， Prugg.Verlag， 1991， 134S.鍛別領域
での概説会のでることがよと絞的少ないので，ヱド設も有用であろう。制度の概要と，
・判例の実態を知るには好著といえよう。記述は，実務的視点、にウエイトが罷
かれている。筆者は裁判官である。
③ 大戦前の文献 「部分改正J前後の文献安一冊ずつ挙げておく。
• Anders， ].F.， Grundriss des Erbrechts. 2. Aufl. Leipzig， Ver・lagvon Dunker 
& Humblot， 1910， 139S 家族法の折りに述べたように，小品ではあるが，評価が
• Krasnopolski， H. / B. Kafka. Osterreichisces Erbrecht. Wien， Manz， 1914， 
426S.教科i!?シリーズ全5巻の第5巻がj二記の相続法。 Kozior/ Welser前掲に
よると 5大文献のーっと評価される。
• Ehrenzweig， A.， System des ostεrreichischen allgemeinen Privatrechts. 2/2: 
Familien. und Erbrecht. 2. Aufl. Wien， Verlag IVIanz， 1937， 645S.初版は 1917
年であるが，ここに示した第2版は，全面的部分改正後の出版である (1体系設jの
項参照)。
⑨ 19世紀の文献 コメントのないものは， r家族法Jの項を参黙されたい。
• ElIinger， ].， Handbuch des δster・r.allgemeinen Zivil勾弐日chtes.7. (Ietzte) 
Aufl. Wien， Verlag Wilhelm Branmuller， 1878， 697S.初版は 1843年出版。いと
簡単なコメントのコンメンタールである (24-135交で，婚線j去，毅子法，後見法を
記述する)。
• Nippel， F.， Erlauterungen d巴sABGB.前掲。椴続は，第4怒と第5巻{夫婦
財産総は第7巻の第2分計百)で扱われる。
• Stubenbauch， M. / W. Schuster / K. Schreiber・， Commentar・zumosterr. 
alg. burgerl. Gesetzbuche. Bd. 1. 8. Aufl. Wien， Verlag Manz， 1902.前:j:{j)。栴
続 (531条…824条)は， 737-1015頁で記述される。
• Unger， J.Dasδsterreichiche Erbrεcht. 4. (Ietzte) Aufl. Leipzig. Verlag von 
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Bretkopf und H註rtel，1894， 400S.前掲したジステムシリ…ズ (Systemdesδster二
reichischen allgemeinen Privatrechts)の一つである(初版1864年，第一2版1871伝
第3絞 1879年)。
• Zeiller， F. E.， Commentar uber das alg. burg. Gesetzbuch. Bd. I， 1812.前
掲。相続は，第2巻 377-874頁で扱われる。
⑬ 相続法史について， Wesener， G什 Geschichtedes Erbrechts in Osterreich 
seit der Rezeption. Graz， Hermann Bohlaus司 1957，211S 近位私法史研究シリー
ズの一冊として執筆された。法定程続と遺言相続とに分かち， 1500年以降，統一
民法典成立までを索摘する。相続法5たにつき絞も簡潔なガイド認といえる。
③棺続税法に関する文献を 1点のみ示しておく o Dorazil， VY.， Erbschafts-
Schenkungssteuer-Gesetz. Handkommentare zumδsterreichischen R巴cht.3. 
Au日.Wien，主λMa呂ηnz
Ol'¥Z刀)。筆者者4は行政官である。約2万円と少し高価で、はあるが，判例や文献の引用
も豊筏である。
⑫一子相続 最後に，相続法lこ関連する最も震要な法律として，一子相続法
(渋均ゑ継者lこ関する法律)に関する文献を挙げておく。
• Katherin， G.， Anerbenrecht. Manz Sonderausgabe Nr. 73. Wien， Manz， 
1990， 139S. 
冷子相続法は最近改正 (89li工法第659吟による改正。新法は90年1月1El施行)さ
れているので，ここにテクスト集をも挙げておく。簡単なコメントに加えて，判部
や文獄への言及がとりわけ有意義であろう。加えて，ケルンテナー 89年法 (90年
施行法)や，チロル法の条文のみならず，若干のコメントの{ずされていることは，
本書の利用制一鈎を著しく貴重なものとするであろう。筆者はj"司法省づめの検察
官。
• Edlbacher， 0.， Das Anerbengesetz. Wien， Verlag Manz， 1961， 124S.編者
であるエーデルパツヒャ一氏は，連邦司法省の官吏である。法典内容をコンメン
タール形式で素描する資料である。
・出eyer，A.， An巴rbeng巴setz.Wien， Juridica-Vεr1ag， 1958， 99S.小コンメン
タ…ルであり，筆者は公証人。前記②文献より館絡ではあるが，法典施行の年の出
版であるとの貴重さがあろう。農家相続の実態lまともかく，法規の概要は，エーデ
ルパツヒャー著と本書とで一応の内容を知ることができるであろう。
・Wegan，J.， Landwirtschaftliche Sondererbrecht in der Schweiz司 inFrank-
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1・eichund in Osterreich. 1n: F estschrift vミTalterWilburg zum 70. Geburtstag， 
1875， S.423-438. 3カ屈の制度を比較する震な資料である。ちなみに， ドイツに
ついては，少し古くはあるが，浮村康問一i欧諸国の土地制度及び土地政策昭和
5年では，オーストリアのそれ(もっとも， 58年連邦ーテ総統j去の成立磁の制度;こ隠す
る記述である。一予約絞と役場分説禁止につき， 557-567"N， 628"N参照)のほか， ド
イツの一子相続法 (44-82頁)についての素捻がみられる。
つぎに，最近の 91年改正を1m潔に報じる文献を示しておこう。
• Kathrein， G.， Das osterrεichisch記入nerbεnrechtnach seiner Reform. OA 
1991 S. 102 f 前掲。
• 2emen， H.， 2ur geplanten Kovellierung dεs Anerbengesetzes. OK2 117 
(1985) S.41-49. 84年 11月公表の政府提案の概要を結介する (50頁tこ提案された
j宏文が添付されている)0189年法jの検討に役立とう。
学諮師。
(8) 扶養料立替法
新しさの点では，②が最も勧められる。
(当時)はウィーン大
① さしあたり， Straus， H.IO. Brosch， Unterhaltsvorschuβgesetz. Wien， 
Juridica.Verlag， 1980， 1925.のほか，前掲拙稿の結介に示された諮文献を参j認さ
れたい。筆者はともに，資少年保護局に勤める行政官。
② Knoll， G.， Kommentar zum Unterhaltsvorschuβgesetz. OA 19 Nr.2 
(1987)から 23Nr. 3 (1991)まで連i右足。陪雑誌は3絞)で通算 100衰を超える最
新のコンメンタールである。いずれ著書の形で出版されるであろう。祭者は地裁判
事。
③ 1蕊w九vなr陀-で巴出sOUI口1i匂g，F.， Iひ)a出sUn此1式t在臼rhaltおsvoωrs託chuss昭g巴邸setzund sons試tiほgeeirηlschl滋註g以ig伊z狩e 
R巴配cl以1式tsvoωrs氏chrif女t巴n.Eお3五is犯巴ns湾t匂adt，Pr刊ugg
で露解卒説する。出版後の音s分改正がホローされていないが，立法段階での議論が参考
となる{とくに， 78夏以下:こ法案が掲載される)。
(9) 身分登録法
ドイツなどと異なり，特別法の文献となると極端に少ない。ここではおもに 84
年新法の文献を示しておく。下記文獄のなかでは⑤がもっとも勧められる。
CD 2eyringer， W.， Das neue Personenstandsgesetz. Uberlegungen zur 
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Durchfuhrungsverordnung. OStA 1983， S.9 f.講演録である。
② ders， Das neue Personenstandsgesetz. OStA 1983， S.35釘新法の解説書
としては，後述の④と並んで、勧められる。
③ Hintern治Iler，].， Die Aufgabe der Bezirksven¥叫 tungsbehordenauf dem 
Sektor喝 desPerson巴nstandswesensab. 1. Janner 1984. OStA 1984 S. 4 f. 筆者は
上級官庁参事宮。
③ Leuenbeger， F.， Das Zivilstandswesen in Ost巴rreich.ZZW (Schweiz) 52， 
1984， S.38任筆者は実務家。新法の概主主紹介。
⑤ Zeyringer， W. / H. Ent /.i:Vl. Stormann (hrsg.)， Das osterreichische Per司
sonenstandsrecht. .i:VlSA Nr. 67 Wien， Manz-Verlag， 1986， 775S. 2. Erganzungs-
band. MSA Nr. 67b， 1990， 180S.， 2.Aufl. 1992， 538S. (ただし索引を除く本体の頁数)
マンツ社テクストシリーズ (rvrSA)の条文集である。 1992年の第2版から加徐式
に変更されている。関連する特別法(一部抄録が少なくない)のほか，出生庖，出生
登録簿，婚揺登録簿など，種々の書式が添えられている (169亥以下参照。もっと
も， I日絞に比べると，かなりコンパクトな答式となっている)。また，本警に収録する
f身分受録法jや f身分登録法施行令Jなどについては，各条文ごとに簡単なコメ
ントが付されている(直接注文でも 2万円近くする点、が短所である)。ちなみに， 84年
1月1[1新法に関わる立法資料については，拙稿 fオーストリア新身分受録法(試
訳)J市山法学9巻4号， 1986年， 114頁所掲の資料を参照。また，受録書式につ
いても，間資料所掲のそれや 114頁引用の文献を参照されたい。
⑥ その他 松念 fオーストリア身分登録法J前掲115-116頁に欽文文献を
列挙してあるので，それをも参照されたい。テクストについては，後述する fテク
スト集jの項を参照されたい。
3 関連領域
ドイツ法におけると詞様に，いわゆる家事事件や血統訴訟(たとえば，嫡出否認、
訴訟や認知訴訟)が f民事訴訟法jて忌扱われている。それゆえ， ここでは， これら
を研究するのに必要な概説書をいくつか示しておこう。
(1) 民事訴訟法
$標準書 Holzhammer， R.， Osterreichisches Zivilprozesrecht. (Sprin但
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gers Kurzlehr・bucherder Rechtswissenschaft). Wiεn， Springer Verlag， 1976， 
414S.および Rechenberger，W. H. I D. A. Simotta， ZiれV1口Iprozes似re配d祉1託t仁. (IVIば!aおn立z-
sch 巴出sSt旬t口ldie叩nbl叩1にchω1サ).'vVミぞれ7ヲi匂en九， :Vlan問Z
といえる。
② より本格的な研究者 Fasching， H. W.， Kommentar zu den Zivilprozes-
g巴setzen.4 Bde. + Erg.-Bd. Wien， iVlanz-Verlag， 1959-1975および ders，L巴hr司
buch des osterreichischen Zivilprozesrechts. 2. Aufl. Vミ7ien，IVlanz-Verlag， 1990， 
1232S. (ちなみに初絞は 1984年である)がある。部設を手IJ周するさいには，たとえ
ば家事事件の扱いなどに改正があるので，その点、に留意する必要がある。
(2) 強制執行法
告標準脅 さしあたり， Holzhammer， R.， Ost日rreichischesZwangsv叶1-
streckungsrεcht. (Springers Kurzlehrbucher). 2. Aufl. VミTien，Springεr Verlag， 
1980， 362Sで充分であろう。筆者は， リンツ大教授。
②比較的新しい文献 Rechberger， H.I D. A. Simotta， Exekutionsverfah-
ren. Wi巴n，WUV-Universitatsverlag der Hochschulerschaft an der Universit註t
Wien， 1989， 513S を挙げておこう。これも体系舎である。
(3) 非訟事件手続法
〈む 擦誇長会 Dolinar， H.， Osterreichisches Aussεrstreiverfahr巴nsrεcht.AlI-
gemeiner Teil. Wien， Springer Verlag， 1982， 1915が最も有用かと定、われる。シ
ュプリンガー教科書シリーズのー術であるので，今後，改訂のつど増頁されていく
であろう。筆者はりンツ大教授。
② 改正過程の議論 Krarik， W.I R. Walter (hrsg.)奄 Grundlegend巴;'-Jeue-
rungen im Auserstreitverfahren. Wien， Manz-Verlag， 1986， 1925.および Kra-
lik， W.I H. Rechenberger I W. Jelinek， Zur Reformdes Auserstreitverfahrens. 
Wien， M呂田
る。
③六法 Edlbacher， 0.， Verfahren auser Streitsachen. 2. Aufl. Wien， 
Manz-Verlag， 1984， 1258S. Erg註nzungsheitzur 2. Aufl.: 1987， 58S.， 1990， 46S.， 
1992， 72S.補言7版を総括した第2版もある(1992弘 1434頁)。いわゆる大六法の
…つである。初版後27年ぶりの改訂版の出版である。 30以上の関連法令， 'FUfJtl， 
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文獄，など資震な情報が滋載されている。家族法関係では， Iで後見法関係， II
で婚摺法と身分受録法|却系が含まれている。筆者は，連邦司法省で法律部門のチー
フを完封壬ずる。
③改正問題 非訟事件の改正問題を扱った資料として， Kralik， ¥V / ¥V. H. 
Rechberger， Symposion Auβersteitreform. ¥Vien， :¥I1an沼Z
挙げておこう。このなかに，フッシング教授の予になる， liIド訟事件手続の改正の
基本姿勢Jとの論文が含まれている。我々にも護姿な情報であろう。
4 テクスト集
ドイツなどと同様に，六法ならぬ一法集，つまり民法のみそ対象とするテクスト
若二子の関連する特別法を収録するとの構成をとるのが通例である。
(1) 各種テクスト集
ここでは，民法と関連する民事訴訟法や国際私法などに関するテクスト集を挙げ
ておこう(その他の法令のテクスト集は，各法令の項で取り上げる)。
(a) 標準テクスト主義(民法)
日F記の窃・②の 2書がもっとも勧められる。オーストリアのテクスト集はドイツ
やスイスに比べてかなり割高である(下記の法令wCDでもI江主主でI万円を超え，②は
その約3iをする)。
CD Kapfer， H. (hrsg.)， Das allgemeine burgεrliche Gesetzbuch. 16. Auft. 
Wien.主'lanzべ!erlag， 1991、723S いわゆる抗上版。最も標接的かっ本格的なテク
スト集として知られている。 最初に総入するとす一れば，ヌドiT?が勧められる。
② Dittrich / Tades， K呂pfer，H. (hrsg.)， Das allgemeine burgerliche Gesetz宇
buch. 33. Auft. :¥I1anzsche Grose Gesetzesausgabe. Wien， Maηz-Verlag， 1989， 
2584S. [mit Erg. 1990， 80S.J .=t:姿な法律 (50法令余) ~こ関する法令シリーズの一
つ。簡略な注記(判例を会主f)が外国研究者にとり，とくに有用であろう(本総で
は，これを「火大法jと1，手ぶことにする)04年ないし 5年に一度ぐらいの刻で版が改
められている。古い条文，たとえば帝政持代のそれをみるには，上記「大六法jの
前身である， ScheJヘ].F. (hrsg.)， Das allgemeine burgerliche Gesetzbuch fur 
das Kaisertum Osterreich. 20. Aufl. Wien， Manz， 1922， 1060S.によるのが良いで
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あろう。上記第20販は， I部分改正j後のそれであるので，とくに有用であろう。
③ Kathrein， G.， Anerbenrecht. Manz Sonderausgabe 73. Wien， Manz， 1990， 
139S.前掲。一子相続?去は最近，3':窃改正が実現された。テクスト集としては，
も勧められる。テクスト集ではあるが，若干のコメントに加えて，判{列や
文献への言及がとりわけ有意義であろう。
(b) 燦価テクスト築(災法)
下記のテクスト集は，学生等を対象に安価で駿売されている(約2000円から 4000
円程度)。かの地の条文集がいわゆる一法主主であることを考えれば，わが「六法j
tこ比べて，かなり高俄である。
CD Spehar， H. (hrsg.)， Oesterreichisches Recht. Algemeines Burgerlich日S
Ges邑tzbuchABGB. 14. Au丘Munchen，Willhelm Goldmann Verlag， 1991， 578S. 
追加を含めて， 46法令を収録する。事項索引はあるが，条文のみである。わが弓
法試験六法を連想、されるとイメー るであろう。
② Psemmer， K. / W. Patzanr・ek，Gεsetzestext己.Studi邑nausgabe.Wegweiser 
durch das osterreichische R巴cht.Teil I1. 15. Auft. Insbruck， Inn-Verlag， 1980. 
民法や婚鰐法のほか， 認事法，刑法なども収録されている。上記にも暁記
されるように学生向き法令集であり，条文のみを知りたい者には，手頃で‘あろう。
③ Wernwe， D. (hrsg.)， Kodex des osterreichischen Iミechts.Burgerliches 
Recht. 10. Auft. Wien， Verlag Or・ac，1992.災法，婚蝦法，扶養料立替法を含めて
33法令がi訳録される。なお，この慈の法令集は， ft主にも表予みられることを記し
ておく。
③List， VミT.(Red.)， Zivilrecht. Vom ABGB V Bis WucherG. 2. Auft. Wien， 
1992， 438S. Aから Zシリーズとして編纂された，新シリ…ズの法令集である。新
しい点は，民事に関する議要法一一表示は短縮表示されているーーをアルフアベッ
ト績にならべ利用しやすく配慮されている (92年版では潟取引法に関する新法が補充
されている)。一子相続法，賃銭{管法ほか， 39の法令が収録される。従来のオース
トリアの法令集に比べて，由法令の記到がアルフアベット服なので，調違法が見
つけやすい，②法令の改廃を分かりやすくするために一覧表が，各法律の最初に
付されている，などが自につく。とくに②の点は，外留入の我々には，撞めて有り
難いことである。
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(c) 潟違法テクスト集
岳民訴
・標準テクスト集 種々存在するが，最も標準的で，かっ値段も安い(渡注
で約3000円強)のは， StohanzI， R. (hrsg.)， Zivilproz巴βgεsetz巴. 6. Aufl. Wien， 
IvIa加nz
ある (ちなみ;にこ2第誇5版lはま1ω98約9生年手lにこ干刊3行)λ。
その他に， StummvoIl，日.(Bearb.)， Kodez ZiviIgerichtliches Verfahren. 5. 
Aufl. ¥えlien，VerIag Orac， 1992.も有用である。民訴のほか，執行法，破産法，非
訟事件手続法ほかが収録される(内容は民法の項を割問。
-大六法 Stohanzl， R. (hrsg.)， JN. ZPO. 14. Aufl. Wien， IvIanz， 1990， 
1420S 大六法である。管轄規範と民事訴訟法とをおもな対象とする。約2.5万円
と高額ではあるが，緩めて有用である(民法の項を参照)。
②執行法 さしあたり下記のテクスト集が勧められる。
-標準テクスト集 Exekutionsrecht und Insolvenzrecht. IvIanz-Texte V on 
A bis Z. Wien， IvIanz， 1990， 226S. (15の重要法令が収録される)か， Angst， P./ W. 
Jakusch， H. Pimmer， Die Exekutionsordnung samt EGEO und Neb巴ngesetzen.
10. Aufl. Wien， IvIanz-Verlag， 1900， 540S.が標準的なテクスト集である。
・大六法 Angst， P. / W. Jakusch， H. Pimm己r，Die Exekutionsordnung 
samt Einfuhrungsgesetz， N ebengesetzen und sonstigen einschlagigen Vorschrif-
ten. (Grose Ausgabe) 12. Auft. Wien，おIanz-Verlag， 1989， 1690S.は，いわゆる
大六法である。高級(約3万円弱)ではあるが，約7000f!j: ~こもわたる判例が収録さ
れるなど緩めて12震な法令集である。;弱者はいず、れも判事である。
③ 1m際夜、法 つぎの3郊でさしあたりの概要は知ることができるであろう。
• Schwimann， Iv.， Grundris des international巴nPr行atrechts.Wien， IvIanz， 
1982， 270S. マンツ社の概説シリーズの一つである。最初の一掃として最も勧めら
れる。筆者はウィーン大学教授。
• Rummel， P.， Kommentar zum ABGB前掲では，民法の関連法として宿探私
法が第2巻に収録されている。
• Duch巴k，A. / F. Schwind， Internationales Privatrecht. vVien， IvIanz， 1979， 
204S. Duchek氏は司法官， Schwind氏はウィーン大教授。簡潔なコンメンタ
ル。 78年立法直後の出版であることもあり，立法資料への言及も豊富である。
9 身分登録法 一点、だけを入手するとすれば，最後に示した小六法 (MSA)
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が最も勧められるであろう。
• Ogris， W. (hrsg.)， Personenstandsrecht. ¥ミTien，Verlag der Osterreichischen 
Staatsdruckerei， 1977， 798S.直注でも l万円を超える高価なテクスト集である
が，参考文献の表示が多く有益である。若干古くなったことが欠点であろう。
.Weロtzel，O. (hrsg.)， Eherecht und Personenstandsrecht mit erlaut巴rnden
Bemerkungen und Entscheiden. Wien， Verlag Staatsdruckerei， 1952， 578S こ
れも法令築である(日本流にいえば六法)。しかし，関連法規のみならず， ことに文
献の列挙や注記が豊富であり，文献の著しく乏しい状況や奨閣にいることを考慮す
れば，緩めて有益かと忠、われる(難点は蕊注でも 3万円を超えることである)。後者は
出版年度の欝係で，その後の己主j売を考慮すれば利用にあたり注意を要するが，
である。
• Zyringer， i京え7人.， Das δS針te伐r児.モ討eid泌1吋is託chε Personens没tands鋭r巴cht託仁.主ManzSonde臼rausシ-
g伊ab巴》災k6訂7.i京w毛N弓le印n，lVIaおnz
リ一ズの一つである。干補i詩浴若i訂訂今版は 1叩99鮒O生年手1叩O月1臼現夜， まで補訂されている。 ま
た，第2補訂版では， 1989年親子改正法が追加されている。
(2) 法令
ここでは，法令に関する総論と，各論として個々の法令集を併示しておこう。
(a) 概説
法令の公示 Gesetzeは Gesetzblatterで公示される。
お まず連邦法(条約や命令を含む)は， Bundesgesetzblatt (おGBl) ~こ収録され
る。時代により，その名称が変遷している。後述 f連邦法令集jの項を参類。東大
ほか若千の大学でみることができる。
② ラント法(州政府長官の命令を含む)は，当該ラントの Landesgesetzblatt
(LGBl)に収録される。
(b) 立法資料
誼接原典にあたる方のために， f磁器各な案内をしておこう。
母立法資料の公表 立法資料から法律の起草;こ関与した人や機関の見解を窺
い知ることができ，他国におけると悶様に，法律の解釈にとり護要である。レッへ
ンベルガ…氏(122頁)によれば，連邦?去の場合には，
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いての公権的な解説がとくに重要。上記の解説は， Nationalratの Stenographi悶
schen Protokollenの付録、 (Beilage)の形で公表される。
② Nationalratや Bundesratの委員会報告 (Ausschussbericht) それぞれ
の St巴nographischenProtokoll巴n(des i¥:ationalrat od. des Bundesrateslの付録の
形で公表されるーーもある。たとえば， Ent / Hopf， Das neue Eherecht前掲を慨
にとれば， RAとの富信号で政府案の解説が， JABとの略号で上記「委員会報告j
が，それぞれ随所で登場している。
(c) 法令集(各論的援説)
① ゲゼッツ・アウスガーべ 最重要の連邦法は，いわゆる私版法令集の形てる
出版されることもあり，オーストリアでも学生が Gesetzblatterーにあたることは，
稀のようである (Rechenberger，S.122)。
② タッシェンアウスガーベ テクスト集に若干の註解が付されていることも
ある。これは Taschenausga beと呼ばれる。
③ クルツコンメンタール 上のタッシェンと奨なり，極々の規定につき解説
的な設釈と判例概観がついているものを Kurzkommentarと呼ぶ。レツへンベル
ガ一氏によれば (1221e[入学:記試験やゼ、ミナールでの報告の準備にさいしては，
grose Gesetzesausgabe (Kurzkommentar)の註釈や判僻部分を手掛かりにする
とわiJfJだと解説される。
(d) 異体約法令集(各論的例示)
〈じ Bycllinski，F.， Osterreichische Gesetze. Loseblatt-Textsammlung. Mun-
chen， Verlag Beck， 1983， 3170S. 11. Erg. 1991， 3400S.本法令集は， R日chenber-
ger前掲にも掲げられてあり，最もポピュラーな加i徐式の法令集といえるであろう
(なお，ベックだけでなく，オーストリアのマンツ1'::1ーからも出版されている)。上~cの
1983年版では 107法令収録されており，直aで1.3万丹と比較的安い。
② Schuppich， W. / Sporn (hrsg.)， Osterrechisches Recht. Textausgabeδ-
sterreichischer Gesetz und Verorclnungen. 3 Bcle. mit zusatzlichem Reg. Salz-
burg司 Andr巴as.随時，改訂されている(主任者は 1977年版を私有している)。本法令
集は，①に比べると約5倍の仮段である。
③連邦法令集 その名称は，時代により変選している。 Reichsgesetzblatt
(1849…1918)， Staatsgesetzblatt (1918-1920)， Bundεsgesetzblatt (1920-1938)， Ge-
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setzblatt fur das land巴sOsterreich (15.3. 1938-31. 3. 1940)， [sowie deutsche 
Reichesgesetzblatt 1938-1945J， Staatsgesetzblatt (1. 5.-18. 12. 1945)， Bundesge. 
setzblatt (seit 23. 12. 1945)のごとくである。ゆえに現在では，最後に示した，プ
ンデスゲゼッツブラッツとの名称が用いられている。
連邦法(条約や命令を合的は，上記の連邦法令集 (zit.BGBl)に収録され，丹、!
の法令;ま，当該外!の Landesgesetzblatt(zit. LGBl)に奴録されている。もっと
も，通常の制度紹介であれば，チH法令集を必要とすることは殆どないとj思われる。
④ Kodex des osterreichischen Rechts (hrsg. v. W. Doralt).学生向きには最
も重要な法令集といわれている (RechenbergerS. 123)。この法令集は，廉価テクス
ト集の項でも取り上げたように，綴々の領域ごとに議姿な法令を収録している。た
とえば， Kodex守BurgerlichesRecht， Kodex.Strafrechtなどのごとくである。
⑤ Aichlreiter， J.W.， Osterreichisches Verordnungsr己cht.Ein systemati. 
sches Handbuch. 2 Bdε.ト876S.+876…1604S. Wien， Springer Verlag， 1988. 
者ーは未見であるが，命令集と称すべき資料である (vgl.O災Z1991 S.22)。
⑥ Neuhofer， H.， Wegweiser durch Osterreichs Bunde曜日setzgebung.41. 
Aufl. Landesverlag Druck， 1991， 388S.本書Lこは， 1991年 1A1臼現在の法令が
収録される。ちなみに本警は毎年出版される。
(3) 統計集
詳細な統計祭を求めればきりがない。ことに州レベルのそれをみるには，現地に
赴く以外ないであろう。ここでは， 2点示すにとどめる。
① Statistisches Handbuch fur die Republik Osterreichisches Statistisches 
Zentralamt 1992， Jg.43.本資料比さ若者の奉職する南山大学でも所蔵されてい
る。家族法分野では，婚娼，出生などにつき参考となろう。
② Statistik der 恥chtspflegefur das Jahr 1980. Wien， Osterreichische 
Staatsdrukererei， 1982.オーストリア中央統計局編集の各種統計シリーズ(上記
は Heft644)の一つである。題名から判断すると f司法統計年報Jを想像するが，
筆者の経験では，我々日本人にはさほど利用価値があるわけでもないようである。
(4) 法律辞典
• Zedtwitz， H. G.， Juridica Lexikon. Das klein巴 δsterr.Rechtsworterbuch. 
Wien， J uridicaべTerlag， 1979， 224S. 2. Auft 
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頁数から推測されるように， 1600語ほど収録する小辞典である。大戦後にオー
ストリアで出版された法律辞典は，これに限られるようである(初版は74年)。
(5) 官報
• Bundesgesetzblatt fur die Republik Osterreich. Wien， Osterr. Statts-
druckerei 
官報の名称は，前述した遼邦法令祭と同様に，時代によりかなり変遷している。
1849年以降は標記の名称のようである。わが躍で所蔵する大学も若干みられる。
5 文言語の入手方法
わが隠でオーストリアの法律雑誌を所蔵する大学は，援めてかぎられていると思
われる。筆者の経験では，のちに示すオーストリア関立図書銭ないし(各)大学関
iJ館へコピーを依頼されることが最も早いであろう。ドイツに比べるとコピ…代が
少し高めかと思われるが， f也閣と比べても比較的短期間で文献資料を入手すること
ができる。
料金の送付(コピー代，ミ!?籍代の送金とも問じ)には，銀行送金と郵便局を用いる
送金ガ法とがある。為等相場との関係や，送金の早さに長短があるが，一般的には
郵{関誌の手IJ用が勧められよう。
(a) 国立図墾館
まず，オーストリアでj出版ないしEIJ制された全ての文獄は，わが国におけると主要
なり， 4!l~償供出義務に慕づき，信立図書館に寄婚されている(悶図怒館所蔵の滋悉
カタログについては，後述、の[文紙袋jの攻を参照されたい)。その他に，オーストリ
アやオーストリア人につき舎かれた外国での出版物札向密書館に収集・保存され
てし3る (Recheロberger，Das neue R巴chtsstudium.1984， S.127 f.による)。もっとも，
92年llR米の大火災のため，目下のところ文献の利用が著しく制限されているよ
うである。
他方，単行本の銭外食出も，たとえばウィーン在住の学生などには，極めて制限
的な条件のもとで，行われているそうである (Rechenberger，aaO， 1984， S.128によ
る)。筆者はウィーン大学での貸出で需に合っていたこともあり，国立図書館での
貸出経験がないが，開地に赴かれた折りなど，手目沼の備値があろう。
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住所: Oest巴rreichischeN ationalbibliothek 
Josefsplatz 1， A-I015 Wien 
郵便振替口座 V{ienNr二5030.288
(b) 大学(学部)図警察館など
大学や研究所の住所については， 2点挙げておく。
• The world of learning. London， Europa Pub.が使笈であろう(本子?ではスタ
ップの情報も待られる)。ヌドミ!?であれば，わが国のかなりの大学で鍛えられているで
あろう。世界の教育・科学・文化組織についての情報雑誌である。毎年出版され，
2000頁を超える大部なものである。
• Bartz， B.I H. Opitz I E.Richter (hrsg.)， Handbuch der Universit註tenund 
Fachhochschulen Bundesrepublik Deutschland， Osterreich， Schweiz. 5. Aufl. 
Wien， Saur Verlag， 1990， 490S 対象が3カ国に限定されている分だけ，オース
トリアについても前記者物より詳ししユ。筆者は第5版をみたが，新絞がでているや
も知れない。
①大学問館 現地:こ滞在する機会がJうれば，当然のこととして焚出も可能
である。当該大学にmi渓しない関設は，他大学から取り得せて貸し出すとの方法
(F巴rnleihe)のあること，他のヨーロッパ主要言者留におけると附様である。
ll::.宿舎を除けば，通例の貸出期間は 1カ月である。
② 学部関:[1J館 (Fakutatsbibliotheke) 筆者は利用の経験がなし'0スイス・チ
ューリヒ大学では{法f学部)ゼミナー /レ図書室の書籍は貸出禁ll::.であったが， Re-
chenberger (129郎によると，オーストリアでは短期間の貸出も可能のようであ
る。
③ その地の図書館 いずれの闘でも，上記のほかに，研究所の国書館や裁判
所図書館など，特殊な圏雲館が存在する。その剥用形態は，個々の図悉宣言により
様々である。直接コピーの依頼をするなどの交渉をするほかない。筆者の乏しい経
験から推測すれば， (日本の)大学教授ないし教員との身分があれば，オーストリ
アの学者などの紹介状がなくとも，文獄の諮交やコピーなどであれば，殆どブリー
パスで可能かと思われる。
(c) 警~
社会科学;こ際するオーストリア最大の妥結であるマンツ社を制服されることを勧
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めたい。筆者自身もオーストリアの法律警は会て向者応を通じて入手している。通
常の警応も経営しているので，同社以外の出版物も入手できることはいうまでもな
し〉。
住所: lVIanz-Verlagsbuchhandlung， 
Kohlmarkt 16， Postfach 163 
A-1014 Wien 
郵便口座番号 Wien1¥r. 1151.604 
6 文献集など
(1) 文献集
下記のうちでは，(1)が最も勧められる。少し高備なことが難点である(痘注でも
2万円を超える)。
① Hohenecker， F. / R. Stohanzl. u.a.， Index der Rechtsmittεlentscheidun-
gen llnd d巴sSchrifttums. J ahresubersicht 1989: Bd. 42. 1990， 576S. (seit 1946) 
たとえば民法であれば項自 i200Jのところに収録される(ちなみに婚姻法は第
1236J 郊と第 1237J f，lとに収録、される)。左右2段絡みの:!I.棋に条文が明示され，そ
の条文町民lこ，その条畷:こ関する文献と'fU例とが列挙されているから，文献年報と判
伊i年報との役i切な去を有しているわけである。単行本は各法の最初に，つまり民法 l
条のまえに，人事法，家族法，相続法，物件・{責務法と分類して示される。各条で
の文献の表示は，雑誌論文が主流を占める。
② Cerutti， N. M.， Rechtsbibliographie Bd. 2.: Osterreich， Liechtenstεin. 1981 
Zurich， Studio Verlag， 1982， 136S. ~ 2巻でオーストリアとリーヒテンシュタイ
ンの文献が扱われている。単行本を対象とする。比較的出版が早いとのメリットが
ある(本シリーズの出版は 1977年以降である)。
③ Dau， H. (Bearbeitung)， Bibliographie juristischriften und F巴stschr汀ten-
beitrage. Deutschland， Schweiz， Osterreich. Bd. 7.: 1988-90. Berlin， Kommis-
sionver匂g，1992， 663S. ドイツ，スイス，オ…ストリアの文献を対象とする。民
法であれば， i家族法J，司自続法jといった分野加に雑誌論文を含めた業績が，著
者名のアルフアベット顕に列挙されている。
5む Katalgder osterreichischen 1¥ationalbibliothek. Druckschriften 1510 
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1929.抗icrひ Edition. ウイ…ンに所:tEずる前掲・オ…ストリア
カタログである。 は米見であるが，情報誌によれば， 1000以上のマイクロフ
イツシュに 130万余の書籍情報がj掲載されているようである。
(2) ど
Osはte釘rr詑巴1犯chi討s託ch恥1廷esI沢ミe伐cht託 m 五Mu闘st出e伐rb杭ri凶巴efe叩n.Wi巴印n，W巴ka王伶
(今年三3一4毘のj追怠録がある)で700頁にも及ぶ大部のものである。ところが，家族法関
係では，遺書，抱続との項目があるだけにとどまる。作成上の留意点などの説明文
も豊富であるので，弁護士などには有用であろうが，家族法の研究それ自体にはさ
ほど役立たないであろう。資料の存在のみを示しておく。
つぎ いし露各詩集として，筆者が知りかつ所有しているのは， Friedl， G.， 
t AZR: Abkurzung 悶 ur口1dZi江ti芭臼1‘Tegelnder i:δst巴rreichisch 巴n Rechtsspr 呂che sa ηm託
Abk王tむirzUl口19sve釘rz閃巴ichn巾iぬs.Wi巴en，主/匂n泣Z
能であろう。少なくとも戦後出!版坂されたものとしては，本議のみではないかと忠、わ
れる。
7 判例集など
(1) 家族i去に関する私版判部要旨集 CEFSIgod. EF-SIg) 
裁判所の判決などが法律雑誌にも登載されることがあるのは，いずれの匿におい
ても詞様である。本書では，最も多く引用される判決姿寝袋と公式特例集(後述
(2)参照)とを示すにとどめる。
家族法判例祭は，正式には， Hluze， F. / W. Melber (hrsg.)， Ehe-und familien-
rechtlichεEndscheidungen. Wien， Manz-Verlag.と称する。たとえば， EFSlg 
Bd.27では 1990年度の判決 61.718-64.878が収録される(1992年出版， 682].'i)。
引用は， LGZ Wien 2. 1. 1979 EFSlg 33.649または単に， EFSlg 33.649のごとく
引用する。判決裁特所(ウィーン地裁決察部)，判決年月日，出典を意味する。緩め
て簡単な原文そ挙げて説明しよう。
Zu S 180① 
33.6490 r養父と養子との間の 16歳という，法律上明示された年齢笈を下回るこ
とは許されない③ LGZWien 2.1. 1979@)， 43 R 92/79③ (7)⑤J 
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① Zu S 180 民法 180条lこ関する判例であることを示す。ちなみにおの判例
祭iこは，民法のほか，婚綴法，扶養料立後法，民事訴訟法，強制執行法などの判決が
収録される(たとえば，第 16巻には 136法jにわたる判決が収録される)。
② 33.649 od 33649 判例祭における判決かlællll1訴をgl沫する。本判。~*では，
Nr. 32.691-35.153まで収録される。 32.999のつぎが33.000(判例集54fi参照)とな
る。つまり，その後 1000件の率件で34.∞o(開 236fi参照)となるわけである。い
ずれにせよ，判決番号と判例祭巻数との規則的な相撲;関係はない。同様の方式は，賃
貸借関係の判例集(lvIietSlg)でもとられている。
③判決要旨 上の例文では緩めて短文のものを挙げた。全てがこれほどに短い
わけではないが，わが If毛集j の判決~êf ぐらいのものが多いといえる。
③ 判決年月日と判決裁判所を意味する(なお，同老告の 517fi以下に略号表が掲げ
られているので， これと対照させればよいであろう)。
⑤ 引用判決の長支出典を意味する。 1979年判決92毒自の判決との趣旨かと足、われ
る。
⑤ (7) はゴチ書きされている。本特例祭 16 巻では 481~516Nにかけて 13の判
決につき，より詳織な判決内容が示されている o Nr.1-6で連邦最高裁判所判決，
Nr. 7-13でウィーンランデス・ゲリッヒトの判決が収録される。すなわち，上記(7)
は， Nr. 7で少し詳しい判決内容が見られることを意味する。もっとも，詳細判決に
おいても事笑関係は殆ど判らず，判決理由一一おそらくは全文一ーが示されるにとど
まる。
ぐむ 引用のされ方 LGZ Wien 29. 4. 1975 EFSlg 24.321のごとく，裁判所，判
決lヨまで訴される湯合と，これらを全く省略する場合とがある。たとえば， Pro-
haska I Graf， Das neue osterreichische Kindschaftsr巴cht.1977は前者の方法，大
;¥1:去でi-~立後者の方法がとられる。つまり， 1. 10. 1969 EFSlg 11651 = SZ XLII 144と
引}りするにの例では SZ交絞ゆえ，最初だと半日るが，一般には最判，高判，地判の
限月IJi土'j'IJらないのが通例である)。この伊iでは，半u決の年月日をつけているが，文献
でのijIバjでは，年月上!ななミさない例の方が多い印象がある。なお，大六法32版
(1985 {l三版)以降は， XLIr 144との表示:こ代えて， 42 l.J4のように，巻数もアラビ
ア数字で示されるようになっている。引用方法も符代により変わるとの一つの例誌で
ある。
③その他 他の判例集とは異なり，たとえば 138条のごとしこの条に関する
一年分の判例をみることができるので，いわば特例年報の役訟を来たしている。欠点
としては，既述のように，事笑関係が殆ど判らないことである。
(2) 公式特例集
Entscheidungen des Ost日rreichischenOb巴rstenGerichtshofes in Zivilsachen 
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(zit. SZ). Wien， Verlag d巴rOster・reichischenStaatsdruckerr・e1.たとえば， S2 
Bd.63 (印92年発行， 584支)では， 1990年度の判決がi民録される(発行は， 1号19
1938， ab 1946)。内容は，判決の部(後渡部閉と内容概緩の音sに大別することがで
きる。
まず， I内容概観jの部では，利用の使がいろい されている。たとえば一一
CD 10. Januar 1978， 3 Ob 133/77・….1 (判決怒号を意味する)
これにより，判決日からも判決議号からも，対象とする判決を採しだせる。
② 3 ob 133/77……1のごとく，原出典般に判決議号を見出すことも可能である。
③ たとえば，民法の部をO1Hことれば， I~ 164……認知一一 70Jとあるので， 164 
条の認知;こ践する4J1tis，第70判決で扱われていることが知れる。
③ キーワード別，たとえば， r親権の制限jとのキーワードで「第111事件jを
見いだすこともできる。
⑤ I~ 164 Abs.1…一70jとあるので，擦認の条文に渋iする事件が， r第70判決j
でよ及われていることが知れる。
つぎに，判決の部に移る。 S251 179を例にとる。間判決は， 815-822..tel.に登
載されている。通例は頁数が引用されることはなく，巻・判決番号で引用する。
@ 半u決姿E3 裁判外の父性承認がなされても，法定相続犠もiII:留分請求権も有
しない， との怒認がゴチ脅さされる。手u之氏事項の多少により， 4-30行ぐらいで示d
才Lる。
② OGH 13. Dezember 1978. 3 Ob 598/78 (OLG Linz， 5 R 15/78; KG W日ls6 
Cg 214/76 9) これは， fi~判とその出J}lふ第 2 撃とその出典，第 1 撃とその出典を
意味する。
③ 内容は，街路な事実際係， 1芸， 2主義，主主苧U，の願。スイスほかの誇闘におけ
ると同様に，いわゆる学説裁判がなされているので，学設の引用はかなり多い。ス
ペースiこっき補足すれば，たとえば51老きでは「内容統絞j8iIおを|徐く 873資中lこ
188事件が収録されているから，単純平均で約4.6Nl使われていることになる。
③ SZ 37 138または SZXXX¥司 138のいずれかのやり方で引用される。どち
らかといえば，宅童数をローマ数字で示す後者の方法が多いという印象がある。ちなみ
に， r判例付六ilcj前掲では， rローマ数字方式jが採られている。
(3) その他の判官u集
(a) GIむ
Sammlung von zivilr巴chtlichenEntscheidungen des kk Obersten Gerichtsho-
fεs. Begr. ¥'on Glaser， Unger und ¥えralther. Bd. 1-52 (判決年度で， 1853 bis 1915 
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までを収録).'4t者の泰i践する南山大学;こ所蔵される。
(b) GIUNF 
Fortsetzung der vorbezeichn巴tenSammlung von Pfaff. Sch巴y，1くrupsky.
Schrutl王aund Stepan als “Neue Folge" Bd. 1-20 (判決の年度=でいえば， 18鉛…
1915年までの判決を収録する)南山大学に所滋される。
引用方法:GIじでも GIUNFでも河じである。 GIUNF3155 を例~ (ことると，
Entsch. v. 19. Sept. 1905と示されている。ところが， Kapfer， ABGB C¥IGB大
法令銭前掲)において S156 E 1ぬでは， 119.9. 1905 GIじNF3155Jと表示されて
し〉る。
また，判例集での記述のj肢は，①判決番号(上記の例では 3155がそれ)，②判決
Jl~自(たとえば， I非嫡出父伎の権利捻A:Jのごとし)，③判決月日など，③判決本文
など。判決本文では，事実関係(極めて問題告である)，第 l審，第2察，最判の般に
上記の 3155事件では，約2頁で以上の事柄が記される。なお， GIUNF 
1898年度判決(l吉00年発行)からは，事件寄号が新たに 1から始まっている。
(c) EvBl ( Evidenzblatt der Rechtsmittelentscheidungen) 
j大六法J~こも引用されるメインの判例集である。 OJ2 誌に収録される (Kapfer.
ABGB ]Ij掲 (H.l¥Uft.1983) S. XXIによると， O]Zに収録された判決を収集したもの
のようである)。判決姿旨のみ掲殺されるにとどまる併も少なくないが，わが暫時や
判タと兆五に， 1速報t!:JJうる点で，手IJflj防{[Iむがある。
1972 Nr二24:1(O]Z 19721!.， .162]誌にお絞) f也と同様;こヌンマーで引用され
る。[大六法jでは， (OGH) 1. 9.1971， EvBl 1972 243のごとく示される。 243は
判決番号である。
我々外居人からみての難点は， U!各学が多いことが目につく。たとえば， StA (正
式には， Oesterreichische Standesamt誌)のような略語での表現がかなり多出する。
オーストリアj去になじみがないと，少しとまどうやも知れない。
(4) 法律雑誌
判例祭以外;こも，わが国におけると同様に，殆ど全ての専門雑誌(たとえば，
JBl)でも，裁判所の判断が，登載される。
法律雑誌は祭者自身もごく一部を私的に購入しているがー他は文献集からカード
(47 ) 
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化し，これに基づいてコピーを依頼・発注する， との文献入手方法をとっている。
少しそ予期がかかるが，これが最も安上がりな資料の入手方法であるようである。そ
れで集めた経験から雲斎にある文献カードと，コピーの収録される雑誌ファイルを
みれば，家族法関係の論文が笠、載される雑誌が知れる。以下で異体的な雑誌名と，
前掲「オーストリア ヘコピーを依頼されるさいの f請求番号jを示し
ておく。
①最も家族法関係の論文や判例が多く登載されているのは， JBI 
館:391.24 -C. Per)， ONZ [樹立:391.24-D.Per)， OJZ [国立:740.90 C. 
Per)の3誌である。
② その他に， Osterr. Amwaltsblatt [器立:609.50 -C. Per)， Osterr. Richter-
zeitung (国立:453.29 D. B. Per)， Osterreichische Standesamt (罰立:753.41 
-C. Per)， Der osterr. Amtsvormund (国立:1，043.14 -C. Peけなどの雑誌が
これについで登載数が多い。もっとも，上記の3誌に比べると，その数は第窃グ
ループに比べて 10パーセントほどと，著しい差がみられる。
〔おわり〕
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